2016年11月22日～23日
南スーダン、戦争法違憲訴訟、国会会期延長、ＧＳＯＭＩＡ、トランプＴＰＰ離脱、沖縄、ベトナム原発撤回、社説
新任務付与の自衛隊が到着 南スーダンでは期待の声も
ＮＨＫ11月23日 7時25分
南スーダンでのＰＫＯ活動で、「駆け付け警護」など新たな任務を付与された陸上自衛隊の先発隊が到着した首都ジュバでは、警戒する政府軍の兵士の姿が目立つなど緊迫した状態が続いています。地元の住民の間からは、自衛隊への期待の一方、ＰＫＯ活動への不満の声も聞かれました。
安全保障関連法に基づき、「駆け付け警護」などの新たな任務を付与された陸上自衛隊の１１次隊の先発隊は２１日、南スーダンの首都ジュバに到着しました。
ジュバでは、ことし７月、大統領派の政府軍と反政府勢力の間で戦闘が再燃して２７０人以上が死亡する事態となりました。その後、首都での戦闘は収まっていますが、ＮＨＫが２２日、市内を取材したところ、戦闘で破壊された建物などが、今もあちこちに残されていました。市内では、反政府勢力の攻撃などに備え、警戒にあたる政府軍の兵士の姿が目立つなど、緊迫した状態が続いています。
自衛隊の先発隊の到着については、地元メディアも詳しく伝えていて、住民の間からは「南スーダンの平和に貢献してほしい」と自衛隊に期待する声が聞かれました。一方で別の住民は「国連のＰＫＯ部隊は市民を守る活動を十分行わず、失敗してきた」と話すなど、ＰＫＯ活動への不満の声も聞かれました。
陸上自衛隊の１１次隊は治安情勢を注意深く見ながら、道路整備などの活動にあたることになっています。
南スーダン、避難民保護区でも犠牲者「どこに逃げれば」
朝日新聞デジタルジュバ＝渡辺丘2016年11月22日22時34分

国内避難民保護区で生活するマニャン・ヒョットさん家族。大勢がひとつのテントで暮らしている＝４日、ジュバ、仙波理撮影






　土の壁やフェンスで囲まれた外周３キロと１キロの２カ所の敷地に、白いテントがひしめき合う。南スーダンの首都ジュバ。国連宿営地に隣接して、戦火を逃れた４万人超が身を寄せる国内避難民保護区がある。
　南スーダンでは、大統領派と、前副大統領が率いる反政府勢力が対立。７月にはジュバで大規模な戦闘があった。保護区も攻撃にさらされ、避難民２０人以上が死亡した。
　「国連の保護下でも安全ではない。どこに逃げればいいんだ」。マニャン・ヒョットさん（２６）が憤った。家族１８人で暮らすテントに銃弾が飛び込み、いとこのニョーンさん（２４）が即死した。政府と反政府勢力は昨年８月に和平合意を結んでいるが、人々は「とっくに崩壊した。いつ戦闘が再発するか分からない」と口をそろえた。
　南スーダンは２０１１年に独立…【続きあり】
しんぶん赤旗2016年11月23日(水)

「反政府派支配地域」を明記　南スーダン「ＰＫＯ５原則」崩壊　井上議員　陸幕資料示し追及　参院外交防衛委
　日本共産党の井上哲士議員は、２２日の参院外務防衛委員会で、南スーダンへの自衛隊派兵問題を取り上げ、南スーダンＰＫＯ第１０次要員（５月派遣）の家族への説明で、政府がすでにＰＫＯ参加５原則が崩れていると認識していたのではないかとただしました。

　井上氏が示した陸上幕僚監部作成の「南スーダンＰＫＯ第１０次派遣要員家族説明会資料」（２月１日時点）では、南スーダン北部に「反政府派支配地域」が存在することが明記され、支配地域との境界に「戦闘発生箇所」があることも示していました。一方、今月派遣された第１１次派遣要員の「家族説明資料」（８月１日時点）は、「支配地域」がなくなり「反政府派の活動が活発な地域」に差し替えられていました。
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（写真）質問する井上哲士議員＝２２日、参院外防委


　井上氏は、「政府はこれまで、反政府側の支配地域があるかどうかはＰＫＯ参加５原則が維持されているかどうかの基本的な指標だと答弁してきた」と指摘。「それなのに、反政府側の支配地域があると家族に説明しながら、第１０次要員を派遣した。つまり、参加５原則が崩れていると認識しながら、それを承知で派遣したということだ」と迫りました。

　稲田朋美防衛相は、「第１０次要員が派遣される場合においても、紛争当事者が現れ出たとは認識していない」と言い訳に終始。井上氏は国連事務総長報告を読み上げ、「２月より８月の方がさらに治安は悪化しているのに改善したかのように家族に説明し、派遣を継続することは許せない」と批判。「ＰＫＯ参加５原則が破たんしていることは明らかだ」と強調し、南スーダンからの自衛隊のすみやかな撤退を求めました。

カケツケケイゴ 英訳なし　ローマ字表記を野党追及

東京新聞2016年11月23日 朝刊 

	「駆け付け警護」をローマ字で示した日本政府の英訳文書
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　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づき付与された新任務「駆け付け警護」に対応する英語訳がなく、ローマ字で「ｋａｋｅｔｓｕｋｅ－ｋｅｉｇｏ」と表記していることが、２２日の参院外交防衛委員会で明らかになった。

　政府は２０１４年７月、集団的自衛権の行使を認める憲法解釈の変更を行った閣議決定の英訳文書で駆け付け警護を「ｓｏ－ｃａｌｌｅｄ“ｋａｋｅｔｓｕｋｅ－ｋｅｉｇｏ”」と表記。「いわゆる」を示す「ｓｏ－ｃａｌｌｅｄ」との組み合わせで記した。

　ローマ字表記に続いて「攻撃を受けている地理的に離れた部隊や隊員を助けるために駆け付ける」を意味する英文の注釈をつけているが、駆け付け警護は、ＰＫＯに参加する他国に比べて武器使用が制約される日本独自の考え方に基づく任務のため対応する英語は今も存在しない。

　防衛省の辰己昌良総括官は「駆け付け警護は英語に直しづらい」と説明。南スーダンの公用語は英語のため「英語で丁寧に説明することで、現地の理解は得られる」と強調した。

　質問した日本維新の会の浅田均氏は「任務の説明には対応する英語が必要だ」と指摘した。

　駆け付け警護は離れた場所にいる国連職員らが武装集団に襲われた際、自衛隊が武器を持ち緊急的に助けに行く任務。　（新開浩）

 

安保法制違憲、865人追加提訴　東京地裁、国に賠償求める

共同通信2016/11/22 12:59
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提訴後に記者会見する原告の横湯園子さん（中央）ら＝22日午前、東京・霞が関の司法記者クラブ

　弁護士らでつくる「安保法制違憲訴訟の会」の呼び掛けに応じた865人が22日、国に1人10万円の賠償を求めて東京地裁に追加提訴した。4月に提訴した457人の裁判と併合して審理される見通し。

　訴状では、集団的自衛権の行使を認めた安全保障関連法の施行で、日本が戦争の当事者となったり戦争に巻き込まれたりする機会が増大し、平和に生きる権利を侵害されたとしている。

　原告側の福田護弁護士は提訴後に記者会見し「安保法制による新任務に対応した部隊が南スーダンに派遣され、危険が現実化しようとしている。反対の声を上げていくことは重要だ」と訴えた。

「安保法は憲法違反」市民８６５人が２次提訴　東京地裁
朝日新聞デジタル2016年11月22日11時56分
　集団的自衛権の行使を認めた安全保障関連法は憲法違反で、平和的生存権などが侵害されたとして、市民８６５人が２２日、国に１人１０万円の慰謝料を求める国家賠償請求訴訟を東京地裁に起こした。安保法をめぐっては、すでに５００人を超える市民が自衛隊の出動差し止めや慰謝料を求める訴訟を同地裁に起こしており、今回の提訴は第２次訴訟。
　訴えたのは、翻訳家の池田香代子さんや原爆・空襲の被害者、米軍基地周辺の住民、教育関係者ら。代理人弁護士らでつくる「安保法制違憲訴訟の会」によると、これまで３千人以上が原告となり、全国の１１地裁で同様の訴訟が起こされているという。
　訴状で原告側は、「安保法は憲法９条に違反していて無効。このような法律を制定したのは、立憲主義の根本理念を踏みにじるものだ」と指摘。「安保法の制定は、原告らが平和に生きる権利を侵害し、テロを招いたり、外国での人道的活動などを危険にさらしたりするものだ」と主張した。【続きあり】
安保法訴訟 　８６５人が追加提訴
毎日新聞2016年11月22日 18時34分(最終更新 11月22日 18時34分)
　「憲法に違反する安全保障関連法制定によって精神的な損害を受けた」などとして４５７人が１人１０万円の賠償を国に求めた東京地裁の裁判で２２日、８６５人が追加提訴した。１９４５年に静岡県沼津市で大空襲を経験し、原告に加わった教育臨床心理学者の横湯園子さん（７７）は提訴後の記者会見で「集団的自衛権の閣議決定の頃から戦時中の体験がフラッシュバックしている。あの社会に戻るのではないかと危惧している」と訴えた。 
　弁護団によると、同様の訴訟は２２日までに大阪、福岡、横浜など１１地裁であり、追加提訴を含めて原告数は計約４５００人に上る。【伊藤直孝】 
安保関連法に反対の８００人余が新たに提訴
ＮＨＫ11月22日 13時50分
安全保障関連法に反対する市民８００人余りが、「憲法で保障された平和に暮らす権利などが侵害された」として、東京地方裁判所に新たに訴えを起こしました。裁判の原告は全国で４５００人余りになりました。
新たに訴えを起こしたのは、戦時中に空襲を経験した人や自衛隊やアメリカ軍の基地の周辺に住む人など８６５人です。
原告らは「安全保障関連法によって戦争に巻き込まれるおそれが高まり、憲法で保障された平和に暮らす権利などが侵害された」として、１人当たり１０万円の賠償を国に求めています。
今回の原告を含む市民グループは、東京地方裁判所など全国１１か所で同じ訴えを起こしていて、原告の数は４５００人余りになりました。
原告の１人で、空襲を経験した横湯園子さん（７７）は「火の中を逃げ回ったことを思い出し、震えが止まらなくなることがあります。同じ経験をしないように提訴しました」と話していました。
また、伊藤真弁護士は「南スーダンでのＰＫＯ活動にあたって、『駆け付け警護』など新たな任務が付与され、危険が現実化していることを改めて訴えたい」と話していました。
一方、内閣官房国家安全保障局は、「安全保障関連法は憲法に合致したもので、日本を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す中、国民の命と暮らしを守るために必要不可欠だ」とコメントしています。
２５日の参院本会議で首相のＡＰＥＣ報告と質疑

読売新聞2016年11月22日 18時56分

　参院議院運営委員会は２２日の理事会で、安倍首相によるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）に関する報告と質疑を２５日の本会議で行うことを決めた。

　また、全閣僚が出席して、２０１５年度決算に関する質疑を２８日の本会議で行うことも決めた。

自公、国会会期延長で一致＝安倍首相帰国後、調整本格化
　自民、公明両党は２２日、幹事長と国対委員長が東京都内で会談し、参院で審議中の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案などを成立させるため、３０日までの今国会会期の延長が必要との認識で一致した。延長幅については、安倍晋三首相が２３日に外遊先から帰国するのを待って、政府・与党内の調整を本格化させる。（時事通信2016/11/22-19:50）
国会延長幅を本格検討　首相、TPP承認に全力

共同通信2016/11/22 19:35

　安倍晋三首相は23日午後、米国とペルー、アルゼンチンの3カ国歴訪を終えて帰国する。終盤国会に突入し、環太平洋連携協定（TPP）の承認と年金制度改革法案の成立に全力を挙げる方針だ。審議日程は窮屈になっており、政府、与党は今月30日までの国会会期の延長幅について本格的な検討に入った。北方領土問題と「共同経済活動」構想が焦点となる12月15、16日の日ロ首脳会談の準備も加速させる。

　首相は帰国翌日の24日に参院TPP特別委員会の集中審議に臨む。民進党の蓮舫代表が質問に立つ予定で、トランプ次期米大統領との会談内容などをただす構え。

産経新聞2016.11.22 21:28更新 
与党、会期延長幅の検討本格化　年金制度改革法案成立に不可避　来月上旬か下旬か　野党は延長自体に反対　なお解散警戒


　与党は２２日、今月３０日までの今国会の会期の延長について検討を本格化させた。年金制度改革関連法案の今国会成立を目指す与党にとって会期の延長は不可避な情勢だ。ただ、民進党などの野党が同法案に徹底抗戦する中、具体的な会期幅は絞りきれておらず、野党の出方をうかがいながらの調整が続く。
　自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長は２２日、都内のホテルで会談し、会期の延長幅について協議したが、結論は出なかった。二階氏は記者会見で「議論は頭のトレーニング程度だ」と述べるにとどめたが、難しい判断となる。
　最大の焦点は年金支給額抑制の強化策などを盛り込んだ年金制度改革法案の扱いだ。二階氏らは会談で今国会中の成立を目指す方針を重ねて確認。２５日の衆院厚生労働委員会に安倍晋三首相が出席して質疑を行い、同日中に採決、２９日にも衆院通過との段取りを描く。その場合、３０日までの成立は不可能で、少なくとも１２月上旬までの会期延長は避けられない。
　民進党が「年金カット法案」と呼んで廃案を目指す中、さらなる会期幅が必要との見方もある。法案の衆院厚労委での審議時間は１５時間半に達した。２５日に審議すれば２０時間を超える見通しで、「同じ審議時間を参院厚労委でも確保しようとすれば、会期は１２月下旬まで必要になる」（自民党国対幹部）というわけだ。
　さらに自民党などが成立を目指すカジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案は審議入りすらしていない。民進党が難色を示しているためだが、二階氏は２２日の記者会見で「機が熟しつつある。審議に入っていくと理解している」と強調した。今国会での成立を期す場合は、やはり１２月下旬までの延長が欠かせない。
　一方、野党は早期の衆院解散を誘引するような「大幅延長」につながる事態を避けたいのが本音だ。民進党の小川勝也参院幹事長は２２日の記者会見で「（今月末までの）会期で国会は閉じるのが基本原則だ」と述べ、社民党の又市征治幹事長も大幅延長に「断固反対」とくぎを刺した。
　野党は、首相が１２月１５日の日露首脳会談の結果を踏まえ衆院を解散することをなお警戒する。次期衆院選の候補者擁立や野党共闘に進展が見られない中、解散の可能性を高めかねない大幅延長の阻止と徹底審議のはざまで揺れている。（田中一世、豊田真由美）
政府・与党 国会の会期延長で調整本格化
ＮＨＫ11月23日 6時28分
政府・与党は、今の国会の会期末が来週３０日に迫る中、年金制度改革関連法案やＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などを成立させるため、会期を延長する方針で、安倍総理大臣が２３日に帰国するのを受けて、延長幅などをめぐる調整を本格化させることにしています。
今の国会の会期末が来週３０日に迫る中、自民・公明両党は焦点の１つの、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、２５日、衆議院の委員会で採決を目指す方針です。
しかし、採決などには、民進党や共産党などの反発が予想されるほか、ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案と関連法案も参議院で審議が続いていることから、政府・与党は、こうした法案などを成立させるため、国会の会期を延長する方針です。
延長幅をめぐって、与党内では安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領との首脳会談が予定されている来月１５日より前の来月１０日前後の延長にとどめるべきだという意見がある一方で、法案などを確実に成立させるには、来月の中下旬まで延長すべきだという指摘もあります。
政府・与党は、安倍総理大臣が一連の外交日程を終えて、２３日午後に帰国するのを受けて、週内にも公明党の山口代表との党首会談を行うことを検討するなど、延長幅などをめぐる調整を本格化させることにしています。
自公 国会会期延長で一致 首相帰国後に本格調整へ
ＮＨＫ11月22日 12時45分
自民・公明両党の幹事長らが会談し、衆議院で審議中の年金制度改革関連法案を今の国会で成立させるためには、来週３０日までの会期を延長せざるをえないという認識で一致し、安倍総理大臣の帰国後、延長幅などをめぐる政府与党内の調整を本格化させることになりました。
会談には、自民党の二階幹事長と公明党の井上幹事長、それに両党の国会対策委員長が出席しました。
この中で両党は、衆議院で審議が行われている年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案と、参議院で審議が続いているＴＰＰ協定の国会承認を求める議案と関連法案について、今の国会で成立させる方針を改めて確認しました。
そのうえで、年金制度改革関連法案の取り扱いをめぐって、今の国会の会期が来週３０日に迫る中、衆議院を通過させたあと参議院での審議も必要になることから、会期を延長せざるをえないという認識で一致しました。
そして、安倍総理大臣が一連の外交日程から帰国したあと、延長幅などをめぐる政府与党内の調整を本格化させることになりました。
軍事情報協定、２３日に署名＝日韓、先送りから４年
　【ソウル時事】日韓両国で防衛機密の共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）について、両政府は２３日、ソウルの国防省で署名する。相次ぐ核実験と弾道ミサイル発射で北朝鮮の脅威が高まる中、迅速に情報を共有する態勢を整え、安全保障分野での協力を強化する狙いがある。
　署名式は、ソウルの国防省で午前１０時から非公開で行われる。韓国から韓民求国防相、日本から長嶺安政駐韓大使が出席し、署名を交わす予定。朴槿恵大統領は２２日午後、協定を裁可した。
　同協定は２０１２年６月、閣議決定などを公表せず、「密室処理だ」と批判を受けた韓国が、署名１時間前に延期を要請して締結が先送りされた経緯がある。
　韓国では協定に反対する野党が、親友による国政介入事件で朴大統領への攻勢を強めている。だが、締結をめぐっては朴氏が押し切る形となりそうだ。
　韓国国防省報道官は２２日の記者会見で、「あす署名が行われれば、協定文は全文公開する」と明らかにした。韓国側は協議再開を先月に発表して以降、仮署名、次官会議、閣議決定などの予定を全て事前に公表。密室処理批判を受けた前回の反省を踏まえ、慎重な姿勢で協議を進めてきた。（時事通信2016/11/22-17:58）
日韓が軍事機密協定を閣議決定　政局にらみ23日にも署名

共同通信2016/11/22 11:26

　【ソウル共同】日韓両政府は22日午前、安全保障分野の機密情報共有を可能にする軍事情報包括保護協定（GSOMIA）の締結をそれぞれ閣議決定した。両国政府関係者が明らかにした。核・ミサイル開発を進展させる北朝鮮に関する情報共有強化が狙い。韓国側によると、朴槿恵大統領の裁可を経て、23日にもソウルで長嶺安政駐韓国大使と韓民求韓国国防相が署名する。

　韓国では朴大統領の親友、崔順実被告による資金拠出強要事件で、世論の退陣圧力が拡大、野党は弾劾訴追の動きを見せている。協定にも野党や世論の反対が強く、朴政権は政局混乱がより激化する前に締結にこぎつける構えだ。

日韓軍事協定の概要判明　全情報を「秘密」指定

共同通信2016/11/23 02:00

　日韓両政府が閣議決定した、安全保障分野の機密情報を共有する軍事情報包括保護協定（GSOMIA）の概要が22日、判明した。韓国から日本に提供される情報は全て「秘密」に指定。情報に接触できる職員は、特定秘密保護法に基づく適性評価で取り扱いが認められた資格者に制限する。提供される情報の多くは同法上の「特定秘密」になる見込みだ。両政府は23日、ソウルで協定に署名する。

　日韓は協定締結により、北朝鮮の核・ミサイル開発などに関する情報の共有を進める。全情報が無条件に秘密指定されることで、国民の「知る権利」が制約されていく懸念は拭えない。

軍事情報協定を閣議決定＝２３日にもソウルで署名－日韓
　日韓両政府は２２日午前、防衛機密の共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を閣議決定した。２３日にも両政府がソウルで署名する。発効後は、核実験と弾道ミサイル発射を繰り返す北朝鮮に関する情報を迅速に共有し、対応の精度を高めることができる。
　同協定は、２０１２年に署名寸前で韓国側の都合により締結を先送りした経緯がある。今回は韓国側が挑発行為を活発化させる北朝鮮への対応を重視し、今月１日の協議再開から３週間で署名の見通しとなった。（時事通信2016/11/22-10:21）
日韓軍事情報協定、２３日に署名式…閣議決定

読売新聞2016年11月22日 18時49分

　日韓両政府は、防衛機密を共有するための軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）について、２２日午前の閣議でそれぞれ決定した。

　２３日にソウルで、日本から長嶺安政駐韓大使、韓国からEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ハンミング),韓民求)国防相が出席して署名式を行う。

　協定は、両国が相手国に提供した軍事関連の文書、画像、映像などを「秘密軍事情報」に指定し、保護を義務付けた。秘密軍事情報を取り扱う職員や、第三者への移転も制限することなどを規定している。日韓両国はすでに米国と協定を結んでおり、日韓間でも締結されれば、日米韓３か国間で北朝鮮に関する機密情報を円滑に交換することができるようになる。

　同協定は２０１２年に署名直前に韓国政府の反対で白紙撤回されたが、北朝鮮の相次ぐ挑発行為を受け、両政府は今月１日に協議を再開していた。韓国でEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(パククネ),朴槿恵)大統領の友人女性による国政介入疑惑で内政が混乱しているが、協議再開から約３週間で閣議決定にこぎつけた。

軍事情報協定 　日韓、２３日に署名
毎日新聞2016年11月22日 19時47分(最終更新 11月22日 19時47分)
　【ソウル米村耕一】日韓両政府は２３日、ソウルの国防省で、北朝鮮情報などを相互に提供しあう「軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）」に署名する。北朝鮮の核・ミサイル脅威の急速な高まりを受け、日韓で機密情報を共有する体制が整い、安全保障面での協力が進むことになる。 
　署名式は非公開で行われ、韓国から韓民求（ハン・ミング）国防相、日本から長嶺安政駐韓大使が出席する予定だ。 
　ＧＳＯＭＩＡを巡っては、李明博（イ・ミョンバク）前政権時代の２０１２年６月、締結直前に韓国内で「密室処理」との批判が出て、棚上げになった。今月１日に協議を再開し、計３回の実務協議を開催。韓国政府は２２日に協定案を閣議決定し、国内手続きを終えた。 
　韓国政府は閣議決定後、「良質な多くの軍事情報を獲得して対応することは望ましいという観点から、北朝鮮と地理的に近く優秀な情報資産を持つ日本との協力が必要だ」とのコメントを発表した。 
　日本との安保協力については、歴史的経緯から韓国では反発が根強い。特に親友による国政介入疑惑で朴槿恵（パク・クネ）政権の基盤が弱体化する中、野党が反対攻勢をかけていたが、韓国政府は「今後も国民の支持を受けられるよう継続して努力する」との立場を表明して押し切った。 
日韓、軍事情報協定を閣議決定　23日に署名 
日経新聞2016/11/22 11:13
　日韓両政府は22日午前、両国間で防衛秘密の共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）をそれぞれ閣議決定した。23日にソウルで両政府の代表が署名する運びだ。日韓で情報共有の質・スピードが向上し、核実験や弾道ミサイル発射などで挑発行動を続ける北朝鮮の動向が把握しやすくなる。
　韓国国内では野党が締結に強く反発しているが、不安定さが増す北朝鮮情勢をにらみ締結が不可欠と判断。署名には朴槿恵（パク・クネ）大統領の裁可が必要で、大統領弾劾を求める動きが強まる中、政権側が押し切る形となった。
　これまで日韓両政府は、北朝鮮の核・ミサイルの情報に限り、米国を介して共有してきた。協定締結後は直接やりとりできる。日本としては、北朝鮮の弾道ミサイルの発射地点や軌道を速やかに把握でき、迎撃ミサイルの精度を上げることができる。対象は防衛秘密全般に広がるため、核やミサイルにとどまらない北朝鮮の軍事動向全般の情報を共有できる。
　一方、自衛隊は哨戒機による対潜水艦の探知能力が高いと定評がある。北朝鮮が潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）を開発するなか、韓国側も日本との情報共有に期待している。
　日韓ＧＳＯＭＩＡは2012年に署名直前で、韓国側が「密室処理」などと世論の反発を受け、日本に延期を伝えた経緯がある。
産経新聞2016.11.22 21:46更新 
軍事情報協定、韓国当局は日本の情報力に期待　疑惑拡大、政治混乱で締結急ぐ

２２日、韓国のソウルで、日韓の軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に反対する市民グループのメンバー（ＡＰ）
　【ソウル＝名村隆寛】韓国政府が２２日の閣議で、日韓の軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の締結を承認した。韓国政府は１０月下旬、「国民感情」を理由に２０１２年から中断していた協定の締結交渉の再開を表明。日韓双方は１４日に仮署名済みで、交渉再開から１カ月足らずでの署名となる。
　韓国では朴氏の友人で女性実業家の崔順実（チェ・スンシル）被告の国政介入事件で、政局が混乱している。韓国政府は、政治の停滞が今後激しさを増すことを勘案し、協定締結を急いでいるもようだ。
　閣議は柳一鎬（ユ・イルホ）経済副首相兼企画財政相が主宰。朴槿恵（パク・クネ）大統領は出席しなかったが、同日、締結を裁可した。一方、閣議に出席した最大野党「共に民主党」に所属する朴元淳（ウォンスン）ソウル市長は、協定への反対を主張した。野党や左派勢力が協定締結に反対しており、野党３党は、月内に国防相の解任要求案を国会に提出する予定だ。
　しかし、韓国国防省や保守系メディアは協定を支持している。核・ミサイル開発を進める北朝鮮に関する情報共有強化が狙いで、「日本の優れた情報収集能力を活用することができ、必要なもの」（同省関係者）と歓迎する声はある。
　特に、日本からの衛星画像情報や、哨戒機などによる北朝鮮の潜水艦や、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）に関する情報提供に、軍や情報機関などの現場は期待を示している。
日韓機密情報協定を閣議決定 あすにも締結の方針
ＮＨＫ11月22日 18時14分
政府は２２日の閣議で、韓国と実質合意した安全保障上の機密情報を共有するための協定を決定し、両政府は２３日にも韓国のソウルで正式に署名して締結する方針です。
日韓両政府は、安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定＝ＧＳＯＭＩＡについて、北朝鮮が核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返す中、安全保障分野での連携をさらに強化する必要があるとして、今月１４日、共有する情報の範囲や情報を保護するためのルールなど、具体的な内容で実質合意しました。
これを受けて政府は、この協定を２２日の閣議で決定しました。両政府は早ければ２３日にもソウルで、韓国駐在の長嶺安政大使と、ハン・ミング（韓民求）国防相が正式に署名して締結する方針です。
岸田外務大臣は、閣議のあと記者団に対し「できるだけ早いタイミングでの署名を調整している」と述べました。
ただ韓国側は、４年前、署名式の直前に国内情勢を理由に一方的に延期を申し入れた経緯があり、パク・クネ（朴槿恵）大統領の知人らが起訴された一連の事件で、パク政権への風当たりが強まる中、手続きが予定どおり進むのか懸念する声も出ています。
菅官房長官は午後の記者会見で、「具体的な署名のタイミングを調整中で、できるだけ早期に署名できるよう努力していきたい。本件協定のもとで交換される情報が適切に保護され、日韓両政府間で、円滑、迅速な情報交換が行われることを期待している」と述べました。そのうえで、菅官房長官は「現状としては、北朝鮮の核・ミサイル問題への対応のためにも、日韓が協力していくことは極めて重要だと思っている。政府としては、早期締結を含めて安全保障分野での日韓協力はしっかりやっていきたい」と述べました。
北朝鮮 日韓の動きを非難
２２日付けの朝鮮労働党の機関紙「労働新聞」は、日本と韓国による安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定＝ＧＳＯＭＩＡの締結に向けた動きを非難する論評を掲載しました。
論評では、韓国のパク・クネ大統領の長年の知人や側近らが起訴された一連の事件に絡めて、「特大の政治スキャンダルで混乱した政局に乗じた、卑劣極まりない行為だ」として、韓国政府を強く非難しました。そのうえでパク大統領を呼び捨てにして、「アメリカや日本の機嫌をとって政権を維持しようとするパク・クネの下心がある」と主張しました。
さらに日本に対しても、「協定の締結によって、朝鮮半島に再侵略の手を伸ばそうとしている」と反発しています。
首相外遊 トランプ氏が影響力　ＴＰＰも領土問題も逆風

東京新聞2016年11月23日 朝刊

 　安倍晋三首相は米国、ペルー、アルゼンチンの歴訪を終え、ブエノスアイレスから二十一日夜（日本時間二十二日午前）、政府専用機で帰路に就いた。国際会議などでは自由貿易の重要性を繰り返し訴え、ロシアのプーチン大統領と北方領土問題を巡って協議するなど、個別の首脳会談も重ねた。これらの会談で、常に付きまとったのがトランプ次期米大統領の存在だ。　（ブエノスアイレスで、古田哲也）

　「自由で開かれた経済こそが、平和と繁栄の礎であることを改めて認識する必要がある。決して内向きになってはならない」

　首相は一連の日程を終えた二十一日、ブエノスアイレスでの記者会見で強調した。名指しは避けたものの、この会見に前後して発表したビデオメッセージで、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱を大統領選勝利後に初めて明言したトランプ氏を意識したのは明らかだ。

　ＴＰＰは安倍政権の成長戦略の柱だが、トランプ氏の当選で、発効は風前のともしび。首相がペルーの首都リマで開かれたＴＰＰ首脳会合で「現状にひるんで国内手続きをやめてしまえば、ＴＰＰは完全に死ぬ」と各国に結束を呼びかけたのも、参加十二カ国の国内総生産（ＧＤＰ）総額のうち６０％超を占める米国抜きでは「意味がない」（首相）ためだ。

　トランプ氏の存在がちらついたのは、リマで行われた日ロ首脳会談も同じ。プーチン氏は経済協力の具体化にこだわり、ロシアが実効支配している北方四島での「共同経済活動」を提案。領土問題の進展を目指した首相を「そう簡単ではない」と落胆させた。

　五月と九月に会談した際、首相に領土問題への「手応え」を感じさせたプーチン氏の態度が硬化した理由ははっきりしない。だが、トランプ氏がオバマ政権の対ロ強硬路線を見直すと公言していることとの関わりを指摘する向きもある。

　トランプ氏に振り回されたのは首相だけではない。リマでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）の議論も内向きになった。

　ＡＰＥＣは本来、経済問題を議論する場だが、近年は国際的なテロ対策などの幅広い課題も議論する場になってきた。だが、今年はトランプ氏勝利直後で、設立目的でもある保護主義への対抗や自由貿易の推進を再確認することに追われたと言える。

 

ＴＰＰ「就任初日に離脱」　トランプ氏 方針変えず

東京新聞2016年11月23日 朝刊 
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　【ワシントン＝石川智規】トランプ次期米大統領は二十一日、大統領選後初めて「来年一月二十日の就任初日に環太平洋連携協定（ＴＰＰ）から離脱を通告する」と宣言した。

　トランプ氏と十七日に会談したばかりの安倍晋三首相や、二十日に閉幕したアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）で反保護主義を訴えたオバマ米大統領はトランプ氏の翻意に期待していたが、離脱方針が揺るぎないことが明確になり、日米両国が主導してきたＴＰＰの発効は絶望的となった。

　トランプ氏はビデオ声明で、選挙中に発表した、大統領就任直後に「自国第一主義」に基づき実行する「百日行動計画」の中から六つの優先課題を説明。真っ先に「ＴＰＰ離脱」を挙げた。「ＴＰＰはわれわれの国にとって災いになり得る」と批判。その上で「公平な二国間での貿易交渉を進め、米国に仕事と産業を取り戻す」と訴えた。

　二国間での貿易交渉を重視する考えは、トランプ氏が大統領補佐官（国家安全保障問題担当）に指名したマイケル・フリン元国防情報局長（５７）が十月に来日した際、国会議員らに伝えていた。

　このほかエネルギー、規制、国防、移民、政治倫理改革を挙げ、国防関連では、米国のインフラをサイバー攻撃から守るため、国防総省などに「包括計画の作成を指示する」と表明した。不法移民対策では「労働省に、米国の雇用を奪うビザ悪用を調査させる」と述べた。メキシコ国境沿いの壁建設には言及しなかった。

内向き トランプ政策　「１００日行動計画」実行へ

東京新聞2016年11月23日 朝刊 

　トランプ次期米大統領が二十一日、選挙中に発表した「百日行動計画」を実行に移す姿勢を明確に打ち出した。「米国を再び偉大にする有権者との契約」と題した二十八項目の政策項目には、選挙中に訴え続けた既得権益政治の打破を目指す政策が並ぶ一方、国際主義に背を向けた内向きな政策が目立ち、実現に疑問符が付く内容も多い。　（ワシントン・石川智規）

　百日行動計画は、就任初日に実行する政策（十八項目）と、就任百日以内に法制化を目指す措置（十項目）に大別される。

　政治の「アウトサイダー」を自任するトランプ氏は、「ワシントンの汚職と特別な利害関係の一掃」に向けた政策を強調。二十一日のビデオ声明でも優先六項目のうち「ホワイトハウス高官や議会高官による退任後五年間のロビー活動を禁止する」など三項目を占めた。

　内向きな政策は米国労働者保護の分野に集中。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの脱退に加え、北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）も「再交渉か離脱」などと、多国間による自由貿易協定が雇用を奪うという考えは一貫している。中国には、人民元安が米国の輸出を不利にしているとして「為替操作国」に指定すると表明。円安ドル高が進めば、日本も同じく敵視される可能性がある。国連の気候変動対策への資金拠出取りやめや、原油の生産規制の解除などは、地球温暖化に対する疑念に基づいている。

　一方、法人税率の大幅引き下げや、十年間で一兆ドル（約百十一兆円）のインフラ投資、国防予算の強制削減措置の廃止など、減税と財政出動を同時に行えば、財政赤字が膨らみ将来にツケを残す。共和党は本来、「小さな政府」を志向しており、議会との調整は難航が予想される。

　罪を犯した二百万人以上の不法移民を強制送還させる方針も人権問題などが絡みどこまで実施できるのか見通し難い。二十一日のビデオ声明では、「ビザの悪用を調査する」と、不法労働者の実態調査から始める方針にとどめた。
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ＴＰＰ離脱を宣言＝次期米大統領、就任初日に
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は２１日、動画メッセージを発表し、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の枠組みから離脱する意向を、来年１月２０日の就任初日にも議会や協定参加国に通告すると宣言した。大統領選の公約に掲げていたＴＰＰ離脱に言及したのは、選挙後では初めて。
　日本などＴＰＰ参加国はトランプ氏に協定にとどまるよう働き掛けてきたが、同氏の決意は揺らがなかった。メッセージでは「ＴＰＰは米国にとって潜在的な災いだ」と主張し、就任初日に大統領権限で実施可能な政策の一つに、ＴＰＰ離脱を挙げた。
　トランプ氏はＴＰＰに代わり「公平な２国間貿易協定を交渉し、雇用と産業を米国に取り戻す」と語り、米国の利益を要求しやすい２国間交渉に軸足を移す考えを示した。ＴＰＰが発効するには米国の批准が不可欠。日米など１２カ国が署名し、アジア広域での連携を目指したＴＰＰは発効が絶望的な状況となった。　
　安全保障政策では、米国のインフラをサイバー攻撃を含む全ての攻撃から守る包括的な計画を作成するよう国防総省と統合参謀本部議長に求めると述べた。また、不法移民の強制送還に向け、ビザ（査証）プログラムの乱用を洗い出すよう労働省に指示すると表明。原油や石炭の採掘、利用に関する規制も撤廃の対象となると訴えた。
　一方、トランプ氏は閣僚人事や政権移行作業について「順調、能率的かつ効果的に進んでいる」と指摘。「本当に偉大で有能な愛国者と会談を重ねており、その多くは間もなく新政権の一画を担うことになる」と語った。
◇次期米大統領の政策骨子
　一、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱を就任初日にも通告。２国間交渉へ
　一、サイバー攻撃含むすべての攻撃に対する包括防衛計画を作成
　一、不法移民の強制送還に向け、ビザ（査証）プログラムの乱用を調査
　一、原油や石炭の採掘、利用規制は撤廃検討（時事通信2016/11/22-11:29）
ＴＰＰ発効不可能に　トランプ氏「就任初日に離脱」表明
朝日新聞デジタルリマ＝五十嵐大介、ワシントン＝杉山正2016年11月23日01時52分
　トランプ次期米大統領は２１日、来年１月２０日の就任日に環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を通告すると明言した。ＴＰＰの発効には米国の批准が不可欠で、現行のＴＰＰは発効が不可能となる。ＴＰＰを成長戦略の柱としてきた安倍政権は根本的な戦略の見直しを迫られそうだ。

ＴＰＰ参加国の国内総生産（ＧＤＰ）の割合
　トランプ氏が大統領選後にＴＰＰ離脱を明言したのは初めて。動画サイト「ユーチューブ」を通じ、就任初日から着手する６項目のうち、１番目に「我が国にとって災難になりうる」として、ＴＰＰから離脱することを挙げた。
　トランプ氏は大統領選中、オバマ政権が進めてきた自由貿易政策が米国の雇用を奪うと主張、「ＴＰＰを止める」と訴えていた。今回の公表は、トランプ氏が雇用政策を重視するとともに、米国に不利益をもたらすと判断した貿易政策は受け入れない意思を示したことになる。
　これに対し、ＴＰＰを成長戦略の柱とし、日米主導で中国への牽制（けんせい）を狙う安倍晋三首相は１７日に直接、トランプ氏と会談してＴＰＰへの理解を求めたとみられる。さらに、訪問先のブエノスアイレスでの記者会見でも「ＴＰＰは米国抜きでは意味がない」と訴えた。しかし、その直後に離脱を表明されてしまった。
　また、前日の２０日に閉幕した南米ペルーでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議でも、ＴＰＰ離脱を訴えるトランプ氏を念頭に「あらゆる形態の保護主義に対抗する」とする首脳宣言を採択したばかりだった。
　ＴＰＰの発効には、域内の国内…【続きあり】
トランプ氏、ＴＰＰ離脱を改めて表明　大統領就任初日に
朝日新聞デジタル五十嵐大介2016年11月22日08時47分
　トランプ次期米大統領は２１日、就任後１００日間で進める政策の改訂版を公表し、就任初日に環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を表明する意向を改めて示した。
　トランプ氏はＴＰＰについて、「我々の国にとって災難になりうる」としたうえで、「その代わり我々は雇用や産業を米国国内に取り戻すため、公平な二国間の貿易協定を交渉していく」との考えを示した。（五十嵐大介）
トランプ氏、大統領就任初日にＴＰＰ離脱通知へ

読売新聞2016年11月22日 23時35分

　【ワシントン＝黒見周平】次期米大統領ドナルド・トランプ氏は２１日、国民に向けたビデオ声明で、来年１月２０日の就任初日に環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）から離脱する意思を通知する方針を示した。



　トランプ氏がＴＰＰについて発言したのは当選後初めて。日米が主導してきたＴＰＰは発効の見通しが極めて厳しくなる。参加各国や関係国の間にも波紋が広がっている。

　トランプ氏が就任初日に取りかかるとしたのは、ＴＰＰ離脱を含めて６項目。貿易の不均衡是正や規制緩和、不法移民対策の強化など、選挙中に訴えた雇用の拡大を図るための政策が中心となった。

　トランプ氏はビデオ声明でＴＰＰについて、「米国にとって災難になる恐れがある」と指摘。「米国に雇用と産業を取り戻す公平な２国間貿易取引を交渉する」との考えを示した。【続きあり】
トランプ氏　ＴＰＰ離脱」当選後初表明　発効絶望的
毎日新聞2016年11月22日 10時22分(最終更新 11月22日 13時09分)
　【ワシントン清水憲司】ドナルド・トランプ次期米大統領（７０）は２１日、日米など１２カ国による環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）について、来年１月２０日の就任初日に「離脱の意思を（参加国に）通知する」との方針を表明した。トランプ氏は勝利後、ＴＰＰへの発言を控えていたが、この日、政権の最優先課題にあげたことで、ＴＰＰの発効は絶望的になった。
　２１日夕（日本時間２２日午前）、自らのフェイスブックに動画メッセージを投稿し、就任初日から取り組む政策課題を列挙。政権移行チームに具体的な準備を進めるよう指示した。 
　トランプ氏は最初に通商政策をあげ、ＴＰＰが「米国にとって大惨事になり得る」として離脱する方針を表明し、その代わりとして「国内に雇用と産業を引き戻すような公正な２国間協定に向け交渉する」と明らかにした。 
　ＴＰＰ発効には参加１２カ国全体の国内総生産（ＧＤＰ）の８５％以上を占める６カ国以上が国内手続きを済ませる必要があり、米国の議会承認が不可欠。トランプ氏がＴＰＰに関する発言を封印していたため、参加国関係者の間ではトランプ氏の翻意に期待をかける声があがっていた。１９日のＴＰＰ首脳会合でも各国が発効に必要な国内手続きを進めつつ、トランプ氏の動向を見守る方針で一致したばかりだった。しかし、トランプ氏がＴＰＰ離脱の方針を明確にしたことで、少なくとも政権発足後、一定期間はＴＰＰ発効の可能性が絶たれることになる。 
　トランプ氏は演説で、米製造業の再興を通じて雇用創出に励む姿勢も強調。「私の政策は『米国第一』というシンプルな原則に基づいている」としたうえで、「鉄鋼を生産し、自動車を組み立て、（自由貿易によって受けた）大惨事をいやす。米国で次世代の生産や革新を起こしたい。米国の労働者のために富と雇用を創出したい」と述べた。 
　他の優先課題として、シェールオイルや石炭産業への規制緩和でも雇用を拡大するほか、「新たに一つ規制を導入する際には二つの規制を撤廃する」として規制緩和を徹底する方針を示した。移民政策に関しても入国に必要なビザ（査証）の不正使用について調査し、米国の労働者が不利益を受けないようにするほか、ダムや発電施設といったインフラへのサイバー攻撃に防御を固める方針も示した。 
トランプ次期大統領「就任初日にＴＰＰ脱退通知」 
日経新聞2016/11/22 8:31


ネットでビデオ演説するトランプ次期米大統領＝フェイスブックより
　【ワシントン＝川合智之】トランプ次期米大統領は21日、ネットでビデオ演説を公表し、来年１月の大統領就任初日に「環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）から脱退する意向を通知する」と述べた。「代わりに米国へ雇用や産業を取り戻す公正な２国間貿易協定を交渉する」としている。
　トランプ氏はＴＰＰ反対を選挙公約としていた。演説ではＴＰＰについて「我が国の潜在的な災難」と批判した。
トランプ氏、ＴＰＰ「大統領就任初日に離脱通告」 
日経新聞2016/11/22 10:48
　トランプ氏は21日にインターネット動画を公開し、就任初日に指示する改革や就任後100日間に取り組む政策課題について説明した。
　就任初日から取り組む施策として、ＴＰＰの離脱通告を挙げた。ＴＰＰを「我が国をぶち壊す可能性がある」と批判。その上で「代わりに、米国に仕事と産業を取り戻す公平な２国間の通商交渉にあたる」と述べた。日米自由貿易協定（ＦＴＡ）など２国間での通商協定を目指す可能性を示唆したとみられる。
　選挙期間中に同じく通商分野で見直しを主張していた北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）については、21日の動画では言及しなかった。トランプ氏は保護貿易主義に傾いており、ＮＡＦＴＡも先行きは見通せない。
　ＴＰＰを巡っては、トランプ氏は選挙戦中から、勝利した場合、就任当日にＴＰＰから離脱すると述べていた。
　これに対してオバマ大統領が20日に「ＴＰＰを断念すれば、アジア太平洋地域での米国の地位は低下する」と強い懸念を示すなど、トランプ氏に翻意を働きかけてきた。実際、中国はアジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）構想を掲げ、新たな貿易ルール作りの主導権を握ろうと動き出している。
　トランプ氏はこのところ次期政権の人選に多くの時間を割いており、ＴＰＰなど政策への言及はほとんどなかった。この間ＴＰＰに前向きとされる投資家ウィルバー・ロス氏と会談し、商務長官起用を検討していると報じられるなど、政策転換への期待も高まっていた。
　日本政府もトランプ氏の政策転換に期待し、17日には安倍晋三首相がニューヨークでトランプ氏と会談した。他の参加国のつなぎとめに注力してきたが、今回の宣言を受けて、ＴＰＰは漂流する可能性が高くなった。
　動画ではＴＰＰ離脱を掲げた「通商」のほか、「エネルギー」「規制」「国防」「移民」「政治倫理改革」を優先的に取り組む課題にあげた。エネルギーでは、シェールガスや石炭に対する規制を撤廃し、「数百万の高収入な仕事を作り出す」と説明した。
　さらにインフラへのサイバー攻撃に対する防衛体制の強化や、米国人の雇用を奪う可能性のあるビザ悪用の調査などを優先課題に位置づけた。動画の最後には「これらはワシントンを改革し、中間層を再建するために取る行動のごく一部にすぎない」と強調した。
産経新聞2016.11.22 08:47更新 
【トランプ次期大統領】就任初日の「ＴＰＰ脱退」を宣言　当選後初めて明言
　【ワシントン＝小雲規生】トランプ次期米大統領は２１日、ビデオメッセージを発表し、来年１月２０日の就任初日に「環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）から脱退する意志を表明する」と宣言した。トランプ氏が大統領選後にＴＰＰ脱退に言及するのは初めて。
　トランプ氏はメッセージのなかで「就任初日に起こせる行政府としての行動」を列挙。その一番目の項目としてＴＰＰ脱退の宣言を挙げた。そのうえで雇用や産業を米国に取り戻すため、二国間での自由貿易協定を目指すとしている。
　トランプ氏はこのほか、シェール開発や石炭産業への規制の緩和、インフラ設備へのサイバー攻撃の防止計画の策定、ビザ制度の悪用の調査を打ち出した。また行政府からの退職から５年間はロビイストになることを禁止し、政府が新たな規制をひとつ作る際には既存の規制を２つ廃止するルールも定めるとしている。
　トランプ氏は政権移行の準備状況について、「極めてスムーズで効率的かつ効果的に」進んでいると強調。次期政権の原則は「米国を最優先させることだ」として、次世代の生産活動や技術革新が米国内で起こる態勢を整えるとしている。
トランプ次期大統領「就任初日にＴＰＰ離脱表明」
ＮＨＫ11月22日 10時51分
アメリカのトランプ次期大統領は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定について「就任初日に離脱を表明する」と述べ、選挙戦で訴えたＴＰＰ協定からの離脱の方針を直ちに実行に移す考えを改めて示しました。
アメリカのトランプ次期大統領は、就任から１００日以内に取り組む政策課題について動画のメッセージを２１日、みずからの政権移行チームのウェブサイトに掲載しました。
この中で、トランプ氏は「私の政策課題はアメリカ第一主義という原則に基づいている」と述べたうえで、国内の雇用拡大を重視する考えを強調しました。
そして、来年１月２０日の就任初日に着手するものとして、まず、貿易政策を掲げ、「アメリカにとって大きな災難となるおそれがあるＴＰＰ協定からの離脱を表明する。代わりに、アメリカに雇用を取り戻し、産業を復活させる公平な２国間協定の交渉を進める」と述べました。
ＴＰＰ協定に署名した１２か国は１９日、ペルーで開いた首脳会合で、協定の発効を目指して各国が国内手続きを進めることを確認し、アメリカのオバマ大統領も「ＴＰＰの重要性について今後も国内での理解を求めるべく尽力を続ける」と述べました。
しかし、トランプ氏はこうした動きにかまわず、選挙戦で訴えたＴＰＰ協定からの離脱の方針を直ちに実行に移す考えを改めて示しました。
しんぶん赤旗2016年11月23日(水)

トランプ氏「ＴＰＰ離脱」　大統領就任当日　「２国間協定進める」

　【ワシントン＝遠藤誠二】ドナルド・トランプ次期米大統領は２１日、来年１月２０日の就任当日に提示する政策概要を説明したビデオを発表し、選挙時からの公約であった環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉からの撤退を正式に表明しました。ＴＰＰ離脱に言及したのは、選挙後では初めてのことです。

　トランプ氏は、ＴＰＰについて「米国民の産業と雇用を回復させるため、私は政権移行チームに対し、就任のその日に大統領令で実行する行動のリストを作成するように指示した」「貿易に関しては、わが国に災難をもたらす恐れのあるＴＰＰから撤退する意向の通知を行う。その代わりに公平な２国間貿易協定を進める」と明言しました。

　ＴＰＰをめぐっては、推進する安倍晋三首相が１７日に訪米、トランプ氏と会談したばかり。ＴＰＰの主要メンバーである米国の次期大統領が明確に撤退の考えを明らかにし、２国間貿易協定にかじを切る姿勢を示したことで、数年間にわたり続いてきた多国間貿易交渉は破たんする可能性が現実味を帯びてきました。

　トランプ氏はＴＰＰ以外に、シェールガスや石炭などエネルギー生産に対する規制の撤廃、米国人の雇用を損なうすべてのビザの悪用の調査、政府関係者のロビイスト転身の禁止なども表明しました。これらはＴＰＰ交渉撤退とともに、連邦議会の承認を必要としないものです。

ＴＰＰ担当相「立ち止まれない」　トランプ氏が離脱表明
朝日新聞デジタル2016年11月22日11時28分
　トランプ次期米大統領が環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を改めて表明したことについて、石原伸晃ＴＰＰ担当相は２２日の閣議後会見で「立ち止まることはできない」と述べ、協定の承認案と関連法案の今国会成立を引き続き目指す考えを強調した。
　石原氏は「ブロック経済に対峙（たいじ）していくことは、どんな状況になろうとも日本国の運営上必要だ」と指摘。その上で、「我が国が主導することによって機運を高めていくという姿勢をいま止めてしまうと、間違いなく（ＴＰＰは）漂流してしまう」と訴えた。
　また、菅義偉官房長官は２２日午前の会見で、トランプ氏のＴＰＰ離脱表明について「まだ（オバマ）現政権が続いているわけですから、しっかり見守っていきたい」とだけ述べた。
　岸田文雄外相は「新政権の具体的な政策について、予断をもってコメントするのは控えたい。引き続き動向を注視し、新政権の関係者とも意思疎通を図っていきたい」と語った。
官房長官「次期大統領の就任前の発言 コメント差し控える」
ＮＨＫ11月22日 19時08分
[image: image15.jpg]



アメリカのトランプ次期大統領は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定について「就任初日に離脱を表明する」と述べ、選挙戦で訴えたＴＰＰ協定からの離脱の方針を直ちに実行に移す考えを改めて示しました。菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、「アメリカのトランプ次期大統領はまだ就任前であり、次期大統領の発言の一つ一つにコメントすることは差し控える。また、大統領就任後の政策について、予断を持って答えるべきではない」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は「ＴＰＰの首脳会合では、アメリカから『今後も国内での理解を得るべく尽力を続ける』という趣旨の発言があった。アメリカが政権交代の時期にある現実の中で、わが国こそが早期発効を主導しなければならず、政府としては、速やかに国会で審議を進めてもらえるよう、緊張感を持って参議院の審議にあたっていきたい」と述べました。
さらに菅官房長官は、記者団が「トランプ氏の方針転換は期待できると考えるか」と質問したのに対し、「そこはこれから先の話だ。現時点ではオバマ政権が続いているので、しっかり見守りたい」と述べました。
外相「予断持ったコメントは控えたい」
岸田外務大臣は、閣議のあと記者団に対し、「今の段階で、新政権の具体的な政策について予断を持ってコメントするのは控えたい。引き続き動向を注視し、新政権の関係者とも意思疎通を図っていきたい」と述べました。
また、岸田外務大臣は、ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案を審議している参議院の特別委員会で、「トランプ次期大統領は選挙戦中もさまざまな発言をしてきた。新政権が具体的にどういった政策を行うのか、今の段階で予断を持って申し上げるのは控える。ＴＰＰ首脳会合では、アメリカも含めて国内の手続きを進めていくことの重要性を確認し、経済的・戦略的な重要性も確認したところだ。今はまず、わが国も各国と連携しながら国内手続きを進め、機運を盛り上げるべきだ」と述べました。
農相「姿勢に変わりはない」
山本農林水産大臣は、閣議のあとの会見で、「ＴＰＰ協定の早期発効を目指していく方針は、総理もたびたび内外に伝えている。今の国会での協定承認に向けて真摯（しんし）に取り組む姿勢に変わりはない」と述べました。
経済再生相「立ち止まることできない」
石原経済再生担当大臣は、閣議のあとの記者会見で「ＴＰＰの参加１２か国の首脳会合では、トランプ氏が次期大統領に決定したあとの状況を受けても、国内手続きを遅らせようという国は一つもなかったことが確認できている。しかし、わが国が主導することによってＴＰＰ協定の発効の機運を高めていくという姿勢をやめてしまうと、ＴＰＰ協定は間違いなく漂流してしまう」と述べました。
そのうえで、石原大臣は「トランプ次期政権の方針について、現時点で予断を持ってコメントすることは差し控えないといけないが、今後のことを見据えても、立ち止まることはできないのではないか」と述べました。
自民 幹事長「方針に変わりはない」
自民党の二階幹事長は、記者会見で「まだ大統領に就任していない方の発言に、直ちに反応するのはいかがか。静かに穏やかに見守っていればいい。ＴＰＰについては、基本的な方針にいささかも変わりはなく、アメリカがどう言っても、日本は日本の考え方を内外に明らかにすべきだ」と述べました。
民進 国対委員長「審議の意義崩れ去る」
民進党の山井国会対策委員長は、記者会見で「トランプ次期大統領が、安倍総理大臣と会談したうえで、ＴＰＰからの離脱を発言した意味は非常に大きい。これによって、ＴＰＰは事実上発効できなくなり、安倍政権が強行に進めているＴＰＰの審議の意義が根底から崩れ去る。発効するめどが立たないものを、強行で承認させようとすることは、国民からも全く理解できない話だ。安倍総理大臣は帰国後に、国民に現状を報告する責任がある」と述べました。
公明 代表「政府間の一致した方針 軽んじられてはならない」
公明党の山口代表は、記者会見で「トランプ氏はアメリカの次期大統領だが、必ずしも、今、政府の運営の責任を持っているわけではない。オバマ政権が次期政権にＴＰＰの推進と発効を呼びかけており、関係１２か国の政府どうしの一致した方針は軽んじられてはならない」と述べました。
維新 幹事長「最後までＴＰＰ推進を」
日本維新の会の馬場幹事長は、記者会見で「日本は貿易立国なので、保護主義的な政策は何のメリットもない。世界のトレンドを見ても、保護主義的な通商政策は成り立たず、日本は自由貿易を推進していくため先頭に立つことが大事だ。最後までＴＰＰを推進しないと、次の展開にはつながらない」と述べました。
社民 幹事長「会談 実がなかったということ」
社民党の又市幹事長は、記者会見で「アメリカが加わらなければ、ＴＰＰ協定は発効せず、安倍総理大臣は見通しを誤ったということになるのではないか。トランプ次期大統領との会談も、安倍総理大臣は『個人的な信頼関係を築いた』と言ったが、全く実（じつ）がなかったということだ。国会承認を求める議案などは、審議を継続するか、いったん廃案にするのが当たり前だ」と述べました。
経団連会長「働きかけていくことが大事」
経団連の榊原会長は、記者会見で「日本にとっては最大の経済規模があるアメリカを含めていることに、ＴＰＰ協定の意味がある。トランプ氏にも十分理解し支持してもらえるよう働きかけていくことが大事であり、何としても初期の計画どおりＴＰＰを実現する方向で手を尽くすべきだ」と述べ、経済界としても関係方面に働きかけていく考えを示しました。
官房長官「予断持って答えず」　トランプ氏のＴＰＰ離脱意向 
日経新聞2016/11/22 10:53
　菅義偉官房長官は22日の閣議後の記者会見で、トランプ次期米大統領が大統領就任初日に環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を通告する意向を表明したことに関し「就任後の政策に予断を持って答えるべきでない」と述べた。「まだ現政権が続いているので、そこを見守っていきたい」とも語った。
　そのうえで菅氏は「米国や他の署名国に国内手続きの早期完了を働きかけていきたい」と重ねて強調。参院でのＴＰＰ審議には「速やかに進めていただけるよう緊張感を持ってあたっていきたい」と述べた。
石原経財相、ＴＰＰ「立ち止まることできない」 
日経新聞2016/11/22 10:21
　石原伸晃経済財政・再生相は22日の閣議後の記者会見で、トランプ次期米大統領が環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）から離脱の意向を示していることなどに関し、「立ち止まることはできない。今国会で承認を得られるよう意義を丁寧に説明する」と述べた。
　ペルーで開かれた参加国の首脳会合で「国内手続きをやめようという国は一つもないことを確認した」と強調。「日本が主導して機運を高める姿勢を止めれば漂流する」として、発効に向けて国内手続きを進める姿勢を示した。
「トランプ氏、安倍首相を必要としてる」河井首相補佐官
朝日新聞デジタル2016年11月22日17時13分
■河井克行首相補佐官
　安倍晋三首相とトランプ次期米大統領との会談は、成功したと受け止めている。成功の背景として、まずは何と言っても、トランプ氏が安倍首相を強く必要としていることがあると考える。様々な外国首脳との会談に先駆けて初の会談をしたということ自体が、次期政権の外交安全保障政策の中で、日米同盟を最も重要視していることの証左だ。
　外国首脳から「会談を早く行いたい」という要請が相次いでいるけれども、安倍首相以外は全て断っているという話を、私がワシントン滞在中にトランプ氏に大変近い複数の方々から聞いた。
　（トランプ氏との関係は）これから長い道のりが続いていく。その最初が今回の初会談だった。まずは、首脳同士で互いに信頼関係を作り上げていく大きな一歩を刻むことができたのではないか。（首相官邸で記者団に）
ＴＰＰ「米国と違う意見になってもいい」自民・二階氏
朝日新聞デジタル2016年11月22日12時49分

二階俊博氏
■二階俊博・自民党幹事長
　（トランプ次期米大統領が改めてＴＰＰ離脱を表明したことについて）まだ大統領に就任していない方の発言だから、慎重に対応しなければいけない。ただちに反応するのはいかがかと思う。基本的には方針はいささかも変わりなく、参院でも（ＴＰＰ関連法案を）承認いただくべく努力している。
　米国が何かすると、こっちが風邪をひくとか今まで言われて世界の常識になっているが、我々は今回の場合、米国がどうおっしゃろうとも、日本は日本の考え方を内外に明らかにすべきだ。独立国として米国と違う意見になってもいい。意見が一言半句違わないという状況でなくとも、多少の隔たりがあっても良い。
　箸の上げ下ろしを（トランプ氏が米大統領に）就任されていない早々に、我々からいろいろ言うのもいかがかと思うから、静かに、おだやかに見守っておればいい。（定例記者会見で）
「ＴＰＰ審議の意義、根底から崩れ去る」民進・山井氏
朝日新聞デジタル2016年11月22日12時26分

山井和則・民進党国対委員長
■山井和則・民進党国会対策委員長
　（トランプ次期米大統領が環太平洋経済連携協定＝ＴＰＰ＝について改めて離脱方針を示したことについて）事実上、ＴＰＰは発効しないことが明らかになった。安倍政権が強行に進めているＴＰＰ審議の意義が、根底から崩れ去るのではないか。発効のめどが立たないものを強行に批准、成立させるというのは国民にはまったく理解できない。
　私たちは米大統領選の動向や世界情勢を踏まえて、急がず慎重にＴＰＰの審議をすべきだと強く言い続けてきた。しかし、私たちの声を振り切って、（与党は）激しいひどい強行採決をした。トランプ氏が（大統領就任の）初日にＴＰＰ離脱を表明すると言った。安倍総理の責任は大きい。帰国後、衆院で集中審議を開き、国民に説明すべきだ。（国会内での記者会見で）
産経新聞2016.11.22 18:28更新 
「ＴＰＰ発効は不可能」　民進・山井和則国対委員長
　民進党の山井和則国対委員長は２２日の記者会見で、トランプ次期米大統領が環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）からの脱退を改めて表明したことについて「ＴＰＰは事実上発効できなくなる。国会審議の意義が根底から崩れ去った」と述べた。
　同時に「安倍晋三首相がトランプ氏と会談した直後の発表だ。首相は脱退の有無を聞いたのか説明すべきだ」と語った。
産経新聞2016.11.22 21:37更新 
アジアのＴＰＰ参加国、米国の「翻意」促せず落胆広がる
　【シンガポール＝吉村英輝】トランプ次期米大統領が就任当日に環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）から離脱する意志を明確にしたことで、“翻意”を期待してきたアジア太平洋の参加国には落胆が広がった。米国のＴＰＰ離脱が決定的となり、自国利益の確保へ独自の対応を加速させる構えだ。
　「急成長するアジア市場にどう関与するのか、いずれ米国は考えたくなるだろう」。参加１２カ国中で唯一、ＴＰＰ関連法案を今月１５日に議会で可決したニュージーランドのキー首相は２２日、トランプ氏に対する失望を隠さなかった。
　キー氏はアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）の首脳会議が開かれたペルーで、ＴＰＰの略称をそのままにして名称を「トランプ太平洋連携協定」に変更する案まで出し、残留を呼びかけた。だが、状況が厳しいと判断したのか、２１日には来年前半に中国と自由貿易協定（ＦＴＡ）の協議に入ると発表した。
　トランプ氏の態度が変わると「楽観」していたオーストラリアのターンブル首相は２２日、米国の新政権と新議会の対応は「時間が来れば分かる」と冷静な対応を強調。シンガポールのリー・シェンロン首相もＴＰＰ批准に向けた法改正を来年初めに行い、米国内の議論を見守る姿勢だ。
　一方、マレーシアのナジブ首相は、米国の政策決定権は選挙で新大統領に委ねられたとして、安保や成長戦略で「共通の目標に取り組みたい」と、トランプ氏に歩み寄る姿勢をみせた。
製造業によぎる「６重苦」　米ＴＰＰ離脱と福島沖地震で 
日経新聞2016/11/22 17:54
　22日早朝にかけて発生した福島県沖の地震と米国のトランプ次期大統領の環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）離脱宣言という２つのニュースは、東日本大震災をくぐりぬけてきた日本の製造業に苦い経験を思い起こせたに違いない。超円高や自由貿易協定の遅れ、電力不足……。５年前に製造業に重くのしかかった「６重苦」である。
　「就任初日に（ＴＰＰ）離脱を通告する」。日本時間22日早朝に東日本大震災の余震としてはほぼ２年ぶりとなる強さの揺れが襲ったころ、米国ではトランプ次期大統領が通商政策や国防などについての政策課題を掲げた動画をインターネット上で公開した。「脱・ＴＰＰ」はトランプ氏の選挙公約。トランプ氏だけでなく、若者層に人気のあった民主党のサンダース氏も予備選でＴＰＰ反対を唱えて躍進し、クリントン氏も反対姿勢に傾いていた。
■株式市場は織り込み済み
　その意味で、株式市場では驚きはなかったようだ。早朝の地震も被害が最小限にとどまりそうなこともあって、22日の日経平均株価は５日続伸し、前日比の56円（0.3％）高の１万8162円と約10カ月ぶりの高値を付けた。
　とはいえ、地震とＴＰＰは切っても切れない関係にある。2011年の東日本大震災では原発事故で電力不足が深刻化し、供給網（サプライチェーン）も寸断された。超円高や労働規制の厳しさなどと合わせて「６重苦」に悩まされていた日本の製造業からすれば、グローバルに生産・供給体制を築くしかないとの思いを強める出来事だった。自由貿易や投資のルールを国際標準化するＴＰＰは、そのための追い風となるはずだった。
■貿易拡大にらみ動いたベトナム投資
　実際、日本企業はＴＰＰ発効を見据えて動き出していた。例えば、ＴＰＰ加盟を表明しているベトナム。ダイキン工業は約100億円を投じて、18年春までに首都ハノイ近郊に家庭用エアコン専用の新工場を建設すると今夏発表したばかり。商船三井は北部の港湾都市、ハイフォンに建設中の大型国際港と北米を結ぶ直航路線を18年に開設する計画を練っていた。ＴＰＰが発効すれば、東南アジアの加盟国と北米の貿易が増えると見込んでのことだ。
　だからこそ、地震と米国のＴＰＰ離脱という22日のニュースは、日本の製造業をまた５年前に引き戻すだけのインパクトを秘める。自由貿易政策が行き詰まれば、日本で地震リスクを一身に背負うことにもなりかねない。
　もちろん、ＴＰＰが漂流しても、製造業の先行きが暗くなったとは言い切れない。日興アセット・マネジメントの神山直樹氏は「ロシアを巻き込んでアジア地域での貿易・投資ルールを構築するなど、米国抜きでも日本ができることはまだある」と指摘する。
　11年の震災後には、驚異的なスピードで復旧作業を進め、短期間で生産再開にこぎ着けた日本企業。「トランプ大統領」の登場で世界の貿易政策が揺れる中でその底力を発揮できるか。真価が問われる。
（富田美緒）
産経新聞2016.11.22 20:33更新 
【トランプ次期大統領】ＴＰＰに保護主義の「壁」　米離脱宣言　日本、ＥＵと協定合意で反撃へ
　トランプ次期米大統領が２１日、就任初日にＴＰＰ離脱を通告すると明言したことで、世界国内総生産（ＧＤＰ）の４割を占める巨大経済圏の誕生は事実上、困難になった。米国を席巻する保護主義の壁は、世界の安定を守るため進められてきた自由貿易をせき止めようとし、世界経済を萎縮させかねない。
　「中国や日本からの輸入増で米国の雇用が奪われている」。トランプ氏はこれまで、「自国第一」を全面に掲げ、ヒトやモノの自由な移動について批判的な発言を展開してきた。
　自由貿易は世界中で勝者と敗者を生み、貧富の差を拡大させた－という論理だ。英国が欧州連合（ＥＵ）離脱を決めたのも、東欧から流入する労働移民への不満が背景にある。
　しかし、保護主義には大きな副作用がある。１９２９年の世界大恐慌では、各国が輸入品に高い関税をかけて自国産業を保護した。その結果、貿易量の減少と恐慌の深刻化を招き、先の大戦の一因となった。
　自由貿易は国境の垣根を低くして貿易や経済規模の拡大に寄与した。日本が農産品の市場開放など痛みに耐えて自由貿易の取り組みを進めたのも、かつての過ちの教訓があるからだ。
　ただ、発効条件を変更しても米国抜きのＴＰＰ成立は難しい。参加国は域内ＧＤＰの６割を占める米国市場の開放を目当てに高レベルの関税撤廃率や貿易・投資ルールの自由化を受け入れており、国内の理解を得られない。日本がトランプ次期政権と自由貿易協定（ＦＴＡ）交渉に臨めば、かつての日米貿易摩擦のような事態になりかねない。
　保護主義に対抗するには、巨大自由貿易協定（メガＦＴＡ）の機運を維持することだ。残る希望は交渉が大詰めを迎えたＥＵとの経済連携協定（ＥＰＡ）。日本は合意を急ぎ、世界に向け反撃ののろしを上げる必要がある。（田辺裕晶）
産経新聞2016.11.22 20:21更新 
トランプ氏のＴＰＰ離脱宣言で「中国こそ自由貿易提唱者」　米主導“包囲網”自壊で攻勢へ
　トランプ次期米大統領のＴＰＰからの離脱表明は、中国にすれば米国主導の“包囲網”が崩れたことを意味する。今後はアジア太平洋地域で生まれた力の空白を利用して、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）など、中国主導の経済秩序づくりを加速させるとみられる。
　中国外務省の耿爽報道官は２２日、「アジア太平洋地域の各種の自由貿易協定は相互に排斥するものであってはならず、また政治化することを防がなければならない」と述べ、中国を除外していたＴＰＰの枠組みを牽制するとともに、中国を含む１６カ国が参加するＲＣＥＰの交渉進展に意欲を示した。
　習近平国家主席も１９日、ペルーで開かれたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）のビジネスリーダーサミットで、ＴＰＰを念頭に「閉鎖的で排他的なやり方は正しい選択ではない」と言及。ＲＣＥＰのほか、ＡＰＥＣ域内で貿易自由化を進めるアジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）構想の実現を訴えていた。
　ＴＰＰについて中国メディアは、「もし政治目的により貿易自由化の初志がゆがめられるならば、深い傷を負う」（人民日報）、「地政学的な争いの色彩が濃厚だ」（環球時報）などと連日、閉鎖性を批判してきた。中国こそが世界的な保護主義に対抗する「自由貿易やグローバリゼーションの提唱者」だと主張している。（北京　西見由章）
次期米政権、２国間交渉軸に＝保護主義傾斜の恐れも
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は２１日、来年１月２０日の就任初日に環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱に乗り出すと表明した。広域を重視する従来戦略を転換し、自国の利益を要求しやすい２国間の自由貿易協定（ＦＴＡ）を優先する構えであり、日本などは厳しい判断を迫られそうだ。ただ、新たな戦略が行き詰まれば、米国は保護主義に傾斜する恐れもある。
　オバマ米大統領や安倍晋三首相らは１９日にＴＰＰ首脳会合を開き、協定発効への決意を確認したばかり。これに対し、トランプ氏は、就任初日に着手する六つの具体策の筆頭に「ＴＰＰ離脱」を掲げ、ＴＰＰの代わりに「公平な２国間協定を交渉する」と宣言した。
　トランプ氏は「反グローバル化」を支持する有権者らの票で選挙に勝利したことから、経済閣僚の指名に先立ってＴＰＰ離脱の方針を明確にしたとみられる。不動産取引で成功した実績を自負する同氏は、２国間の駆け引きを通じて「米国第一主義」を達成できると考えているようだ。外交関係者は「多国間ではなく２国間の関係を重視する姿勢は、他の対外政策でも表れる可能性がある」として、国際的な力学の変化を警戒している。
　トランプ氏の離脱宣言を受け、ＴＰＰ参加国は米国を除いた１１カ国による協定発効などの代替案を本格的に検討せざるを得ない。参加国のうち、日本、ベトナムなどは対米ＦＴＡを締結しておらず、次期米政権が２国間協定による一層の市場開放を突き付けてくる公算は大きい。　
　ただ、ＴＰＰ発効条件の見直しも２国間交渉も「新たな交渉は容易ではない」（シンガポールのリー・シェンロン首相）。通商専門家の間には、次期米政権の２国間交渉が進展しなければ「将来、米国がＴＰＰに回帰する」との楽観がある一方、「保護主義的な言動を増しかねない」との懸念も目立つ。（時事通信2016/11/22-16:20）
安倍首相、ＴＰＰ「米国抜きでは意味がない」
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ブエノスアイレスで記者会見する安倍首相（ロイター）

　【ブエノスアイレス＝田島大志】安倍首相は２１日夜（日本時間２２日朝）、アルゼンチンの首都ブエノスアイレスで記者会見し、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）について、「米国抜きでは意味がない。再交渉が不可能であるのと同様、根本的な利益のバランスが崩れる」と述べた。

　米国を含めた参加国に国内手続きの早期完了を働きかける考えを示したものだ。

　記者会見は、ドナルド・トランプ次期米大統領のビデオ声明公開に先立って行われた。

　首相は記者会見で、参院で審議中のＴＰＰ承認案・関連法案の早期承認、成立に改めて意欲を示した。

首相「米抜きＴＰＰ、意味ない」　トランプ氏の翻意に期待 
日経新聞2016/11/22 8:19
　【ブエノスアイレス＝地曳航也】アルゼンチン訪問中の安倍晋三首相は21日夜（日本時間22日午前）、ブエノスアイレス市内で記者会見し、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）について「米国抜きでは意味がない。再交渉が不可能であると同様、根本的な利益のバランスが崩れてしまう」と語った。ＴＰＰからの脱退を掲げるドナルド・トランプ次期米大統領の翻意を期待したものだ。
　トランプ氏が実際に翻意する可能性については「米国新政権の方針について現段階で予断を持ってコメントすることは差し控えたい」と述べるにとどめた。
産経新聞2016.11.22 09:57更新 
安倍晋三首相「米国抜きのＴＰＰは意味がない」
　【ブエノスアイレス＝田北真樹子】安倍晋三首相は２１日午後（日本時間２２日午前）、アルゼンチンの首都ブエノスアイレスで記者会見し、トランプ次期米大統領が離脱を表明している環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に触れ「米国抜きでは意味がない。根本的な利益のバランスが崩れてしまう」と訴えた。
　トランプ氏はこの日、持論のＴＰＰ離脱を大統領選後初めて言及したが、記者会見はその前に行われた。首相は今後もトランプ氏にＴＰＰの意義に関し理解を求める方針だが、対応が国会などで問われる事態もありそうだ。
　首相は１９日にペルーで開かれたＴＰＰ参加１２カ国による首脳会合で、全首脳が「挑戦をやり遂げる決意を改めて共有した」と説明。参院で審議しているＴＰＰ承認案・関連法案の「一日も早い締結に向けて全力を尽くす」と明言した。
　北方領土問題を含むロシアとの平和条約締結交渉には「従来の立場を何ら変えているということはない」と強調。「首脳間の信頼関係がなければ解決しない問題だ。一歩一歩着実に進めていく」と語った。
　その上で、「北方４島の将来の発展について、日本とロシアがウィンウィン（相互利益）の形で進めていくことが何よりも重要だ」と指摘。「経済を含めて日露関係全体を双方が裨益（ひえき）する形で発展させていく中で、平和条約交渉についても前進を図っていくことが必要だと考えている」と述べるにとどめた。
産経新聞2016.11.22 10:48更新 
【安倍晋三首相記者会見詳報】
「ＴＰＰは米国抜きでは意味がない」「北方４島、日露双方にとってウィンウィンの形で」

記者会見の冒頭、福島などで起きた地震について話す安倍首相＝２１日、ブエノスアイレス（共同） 
　【ブエノスアイレス＝田北真樹子】安倍晋三首相は２１日午後（日本時間２２日午前）、アルゼンチンの首都ブエノスアイレスで記者会見した。詳報は以下の通り。
◇
　「さきほど福島県沖で強い地震が観測され津波警報が発出されました。私からは国民に対して、津波避難に関する情報提供を適時的確に行うこと、早急に被害状況を把握すること、災害応急対策に全力で取り組むことについて指示しました。官房長官に対しても直接重ねて対応に万全を期すよう指示したところであります。自治体とも緊密に連携し政府一体となって安全確保を第一に災害への対応に全力で取り組んでまいります。
　現職の総理大臣として５７年ぶりにアルゼンチンを公式訪問いたしました。５７年前に各地で大歓迎を受けたそのときの思い出を私の祖父もよく語っていました。そして今回もあのときと変わらぬ心温まる歓待で私を迎えてくださったアルゼンチンの皆様にまずは心からの感謝を申し上げたいと思います。日本とアルゼンチンの友好の歴史は１世紀以上にわたります。一人の日本人の若者が希望をもってここアルゼンチンの大地を踏みしめてから１３０年。現在６万５０００人の日系人の皆さんが暮らしておられます。昨日訪問したペルーには１０万人の日系人の皆さんがいらっしゃいます。まさに日本とペルー、日本とアルゼンチンの友好の懸け橋であります。この素晴らしい礎の上に人的な交流や経済分野での協力を一層拡大していく。
　今回の訪問では、アルゼンチンのマクリ大統領、ペルーのクチンスキー大統領と、日本と両国との関係を戦略的パートナーに引き上げていくことで合意いたしました。ペルーでも、ここアルゼンチンでも、日系人のみなさんいお目にかかる機会を得ました。持ち前の勤勉さで地域の発展に力を尽くし、深い信頼を勝ち得てこられたみなさんに心から敬意を表したいと思います。同時に、戦前、戦中、戦後、日系人の皆さんが乗り越えてきた幾多の困難に思いをはせ、私たちの同胞を温かく迎えてくださった南米のみなさんの寛容さに感謝の念を抱かずにはいられません。
　かつて、世界恐慌を契機に極端な保護主義や排他主義が紛争の芽を育て、世界を戦争へと駆り立てました。その反省を胸に深く刻み、自由で開かれた経済こそが平和と繁栄の礎であると私たちは改めて認識する必要があります。決して内向きになってはなりません。活力あふれる世界にこそ、成長のチャンスがある。こうした発想の原点に私たちは立ち戻るべきであります。それが今年のＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力会議）の最大のテーマでありました。日本が提唱し、ＡＰＥＣが誕生してから３０年近く、相互の情報のグローバルな流れは飛躍的に拡大し、かつ進化してきました。自由貿易のメリットを最も享受してきたのが、このアジア太平洋地域であります。
　現在、世界経済は大きな下方リスクに直面しています。現在、世界経済は大きな下方リスクに直面しています。しかし私たちは絶対に後戻りはしない。今年のＡＰＥＣでは自由貿易を推進するアジア太平洋諸国の確固たる意思を世界に示すことができたと考えています。自由で開かれたマーケットの下で、その恩恵をあらゆる人が享受できる、そのためには誰もが活躍できる社会づくりを急がなければなりません。そして頑張った人の努力がしっかりと報われる、そのための透明で公正なルールが必要です。ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）はそうした、自由で公正なルールに基づく経済圏を太平洋に作り上げる、野心的な挑戦であります。ＴＰＰ首脳会合ではすべての参加国がその挑戦をやり遂げる決意を改めて共有しました。日本では先般、協定案が衆議院を通過しましたが、今後とも丁寧な上にも丁寧な説明を重ねながら、一日も早い締結に向けて全力を尽くしてまいります。
　ＡＰＥＣには１１の国と地域からリーダーたちが集まります。この機会を利用して、各国首脳と積極的に会談を行いました。ロシアのプーチン大統領とは来月の山口訪問を見据えながら、８項目の経済協力について今後の具体的な作業計画を合意し、平和条約に向けた協議をさらに前進させていくことを確認しました。７０年以上実現していなかった平和条約の締結は、簡単な課題ではありませんが、プーチン大統領との信頼頼関係のもとに、着実に一歩一歩前に進んでいきたいと考えています。中国の習近平国家主席とも短時間でしたが会談を行いました。来年の日中国交正常化４５周年、そして再来年の日中平和友好条約締結４０周年に向けて日中関係を改善させていくことを確認しました。
　そして、わが国唯一の同盟国である米国、この４年間私の最大のパートナーであったオバマ大統領にはこれまでの日米同盟への強化への取り組みをたたえる感謝の意を表しました。戦後、７１年の本年、オバマ大統領は米国のリーダーとして初めて被爆地広島を訪れ、核兵器のない世界という未来への力強いメッセージを発出してくれました。テロ、貧困、感染症、世界はいまもさまざまな課題に直面しています。こうした課題に日本とアメリカはこれまでもいまもそしてこれからも希望の同盟としてともに手を携えて取り組んで行きたいと思います」
　－－今回の一連の会議や会談でＴＰＰを含む自由貿易の堅持をしていく考えを訴えた。ただ米大統領選にもみられたように保護主義的な風潮が広がり、国内でも格差の拡大や恩恵に浴していないという懸念や批判が出ている。こうした懸念や批判にどう取り組んでいくか。トランプ次期米大統領はＴＰＰからの離脱を言っているが、トランプ氏が対応を変える可能性はあるとお考えか
　「自由で公正な貿易を堅持させ、そして発展させていくことこそが大企業のみならず、中小企業や労働者、そして消費者にとって適切な経済的機会を作りだすものであり、世界経済成長の源泉であると考える、しかし自由貿易の利益が均霑（きんてん）されない、そして格差が拡大するというが懸念が保護主義をもたらしている。安倍政権は格差が固定されず、あらゆる人がその経験や能力を思う存分発揮できる、そして活躍できる１億総活躍社会の実現を進めてきました。その実現に取り組んできた。頑張れば報われる、成長の恩恵が広く国民に実感されることで自由貿易にたいする支持も得られると考える。ちなみに、先月末に公表された全国消費実態調査にもとづく相対的貧困率は集計開始以来初めて減少した。特に子供の相対的貧困率は大幅に改善しました。アベノミクスは成長一本やりではないか、一辺倒ではないかという批判もあるが、しかしそうではなく、私たちの経済政策は格差の縮小にも効果を上げていることが証明されたと思う。今後ともこうした政策をしっかりと進めていきたい。成長し、富をめざし、それが国民に広く均霑される、多くの人たちが成長を享受される社会を作っていきたい。
　今般のＴＰＰ首脳会合では、ＴＰＰ協定の高い戦略的、経済的価値が改めて確認されました。米国の大統領選挙後の状況受けて、国内手続きを遅らせたり、あるいはやめようという国は一国もなかったのであります、今国会で承認が得られるよう全力でとりくむとともに、あらゆる機会をとらえて他の署名国に国内手続きについて早期の完了をはたらきかけていく考えです。米国抜きでＴＰＰ発効を目指すという意見については、１２カ国の会議では、そのような議論にならなかった。ＴＰＰは米国抜きでは意味がない。再交渉が不可能であると同様、根本的な利益のバランスがくずれてしまいます、米国新政権の方針について現段階で予断もってコメントすることは差し控えたいと思います」
　－－今回の訪問の目的は
　「３年前の訪問はＩＯＣ（国際オリンピック委員会）総会において、東京オリンピックパラリンピック招致のための訪問でありました。あの時、最後の瞬間まで開催都市がどこになるか。分からない緊張感の中で会長の発表を待ったわけですが、東京という発表、今でも記憶に残っています。あの時の感動とともにこのブエノスアイレスの美しい街並みを思い出します。今回はアルゼンチンへの公式訪問であります。日本の総理大臣としては５７年ぶりの公式訪問ですが、大変感慨深いものがあります。マクリ大統領とはさきほど首脳会談において、大変意義深い、有意義な意見交換を行うことができました。
　アルゼンチンはマクリ大統領のもとでの自由、開放的な経済政策、積極的な取り組みが日本のみならず、世界の注目を集めていると思います。今年はオバマ大統領をはじめ多くの首脳が貴国を訪問したことと思います。その中でこれからまさに停滞していた日本とアルゼンチンの関係を大きくかえていきたい。マクリ大統領とともに変えていきたいとこう思っているんです。まさに両国関係は飛躍的発展の機会を迎えているといっていいと思います。この機会を捉えて戦略的パートナーシップを構築し、関係をより一層強化することに合意しました。今日は午前中には日系人のみなさんとお目にかかる機会がございました。長い間、このアルゼンチンにしっかりと腰を据え、根を張り、地域の発展にも貢献しながら頑張ってきた存在というのは両国にとっては貴重な財産でもあると思います。そのことを私も再認識をしました。そういう意味でも日本とアルゼンチンは特別な関係なんだろうと思います。今後、両国の貿易投資、ビジネス環境の向上に取り組んでいきます。先ほど開いた経済フォーラムにもたくさんの日本、アルゼンチンのビジネスマンがきていました。これからいよいよ日本とアルゼンチン、経済分野においても発展していくなとそんな期待がもたれます」
　－－ロシアのプーチン大統領と会談したことを踏まえ、北方領土問題についてうかがう。これまでも歯舞群島、色丹島の２島先行返還論があったが、２島を先行させる形で合意を目指すことも選択肢としてありうるのか。北方領土での「共同経済活動」について会談で話をしたのか。日本政府として検討する余地はあるのか
　「ただいまの質問の中でいろいろと個別具体的な言及があったが、北方領土に対する従来の立場を何ら変えているということはない。これははっきりと申し上げておきたい。日露の平和条約の問題は戦後７０年を経てもなお未解決であることが示す通り、たった１回の首脳会談で解決するというものではない。そんな簡単な問題ではない。首脳間の信頼関係がなければ解決しない問題であり、私自身がプーチン大統領と直接やり取りをしながら一歩一歩着実に進めていく考えだ。現在進めている協議の中身については言及できないが、北方４島の将来の発展について日本とロシアが双方にとってウィンウィン（相互利益）の形で進めていくことが何よりも重要な視点であると確信している。その上で、経済を含めて日露関係全体を双方が裨益（ひえき）する形で発展させていく中で平和条約交渉についても前進を図っていくことが必要だと考えている」
安倍首相「ＴＰＰ米国抜きでは意味が無い」
ＮＨＫ11月22日 10時35分
安倍総理大臣は、記者会見で、ペルーで行われたＴＰＰの参加１２か国の首脳会合について、「アメリカ大統領選挙後の状況を受けて、国内手続きを遅らせたり、やめようという国は１国も無かった。今国会で承認を得られるよう全力で取り組むとともに、あらゆる機会を捉えて、ほかの署名国に国内手続きの早期の完了を働きかけていく」と述べました。
さらに安倍総理大臣は、記者団が「アメリカ抜きでＴＰＰ協定の発効を目指すべきという声をどう考えるか」と質問したのに対し、「アメリカ抜きでＴＰＰの発効を目指すという意見については１２か国の会議では議論にならなかった。ＴＰＰはアメリカ抜きでは意味が無く、根本的な利益のバランスが崩れる」と述べました。
また安倍総理大臣は、記者団が「国内でも格差の拡大などに対する批判や懸念も出ているが、どう対応していくか」と質問したのに対し、「アベノミクスは成長一辺倒ではないかという批判があったが、そうではなく、私たちの経済政策が格差の縮小にも効果をあげている。成長し、富を生み出し、それが国民に広く均てんされる、多くの人たちが成長を享受できる社会を作っていきたい」と述べました。
ＴＰＰ、日本手詰まり＝安倍首相訪米も翻意かなわず
　トランプ次期米大統領が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を明言したことで、米国を引き留めて協定発効になお望みをつないでいた日本は、手詰まり感が強まっている。政府はあくまで今国会承認を目指し、発効への機運を高めたい考えだが、次の展望を見いだせていない。
　「ＴＰＰは米国抜きでは意味がない。根本的な利益のバランスが崩れる」。安倍晋三首相は２１日夜（日本時間２２日朝）、訪問先のアルゼンチンで行った内外記者会見でこう語り、米国を含むＴＰＰ実現の必要性を重ねて強調した。
　首相は、ＴＰＰ参加各国が国内手続きを進めて包囲網を敷き、時間をかけてトランプ氏に翻意を促したい考えだった。だが、トランプ氏は動画メッセージであっさりと離脱を表明。首相に冷や水を浴びせた。
　外務省幹部の一人は「トランプ氏も大統領に就任すれば軌道修正すると期待していたが…」と肩を落とした。政府関係者は「あそこまで言わなくてもよかった」と首相発言の間の悪さを認めた。　
　首相は１７日、米ニューヨークでトランプ氏と会談したばかりだった。会談内容を一切明らかにしなかったが、「私の基本的な考え方は話をした」と記者団に説明。日米同盟の重要性のほか、ＴＰＰの意義についても伝えたとみられていた。
　民進党の大串博志政調会長は２２日の記者会見で「（首相とトランプ氏の）懸け離れたスタンスはどういうことなのか、国民には知る権利がある」と指摘、首相が会談でどのような働き掛けをしたのか国会で追及する方針を示した。（2016/11/22-20:03）
首相とトランプ氏「直接会うのが大事」…河野氏

読売新聞2016年11月21日 23時14分

　自民党の河野太郎・前国家公安委員長と民進党の前原誠司・元外相が２１日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、今後の日米関係について議論した。

　河野氏は安倍首相とドナルド・トランプ次期米大統領の会談について、「直接会ってお互いを理解するのが大事だ。早い段階で会談できたのはいいことだ」と指摘した。前原氏は国家安全保障担当大統領補佐官に決まったマイケル・フリン氏について、「大統領選の最中に日本に来たとき、我が党の長島昭久衆院議員が菅官房長官に引き合わせた」と話した。

最高裁に中立・公正な審理求め　辺野古訴訟、９００人が集会　

琉球新報2016年11月21日 13:23 
　「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」は２１日正午から、那覇市の福岡高裁那覇支部前の城岳公園で「最高裁に中立・公正な審理を求める集会」を開いた。主催者発表で９００人が参加した。国会議員らやオール沖縄の幹事団体が登壇し、改めて辺野古新基地建設に反対する決意を県内外に発信した。


「最高裁に中立・公正な審理を求める集会」で辺野古新基地建設反対への決意を改めて確認する参加者ら＝２１日正午すぎ、那覇市の城岳公園
　オール沖縄会議共同代表の稲嶺進名護市長が「高裁での議論は不十分だった。最高裁では中立・公正な立場でしっかり議論し、歴史に残る判決を期待している。裁判所の外からもしっかり訴え続け、勝利を勝ち取るまで諦めずに皆で頑張ろう」と訴えた。
　２１日に東京の最高裁前で開かれた集会と連動して開催された。
【琉球新報電子版】
翁長知事「１８％の米軍基地、想像を」　知事会研究会が初会合

琉球新報2016年11月22日 06:30 
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全国知事会の研究会で、沖縄の基地問題の実情について説明する翁長雄志知事＝２１日、都道府県会館
　【東京】全国知事会は２１日、沖縄の米軍基地負担の軽減を目指し知事会内に設けた研究会の初会合を千代田区の都道府県会館で開いた。出席した翁長雄志知事は米軍基地があることで経済的、財政的に潤沢だとみられることが「誤解」で、逆に「沖縄経済発展の最大の阻害要因」だと指摘し「本島内には１８％の基地がある。地元で１８％の米軍基地があると想像してほしい」と訴えた。
　研究会は埼玉県の上田清司知事を座長に全国知事会会長の山田啓二京都府知事、米軍基地所在の都道府県でつくる渉外知事会会長の黒岩祐治神奈川県知事ら１１道府県知事がメンバーとなっている。
　上田座長は「地域の責任者として研究成果、問題点を整理し、きちっと声を上げて全国知事会で取り上げていくための研究会にしなければならない」と強調した。山田会長は「基地問題を全国知事会で共通課題、共通問題として議論してもらいたい」と述べた。
　翁長知事は、上田座長が「『米軍基地は経済発展の最大の阻害要因』というのは別の所にも当てはまるかもしれない」と指摘したことに、基地は地方にとっての負担だと「理解いただけたのではないか」と指摘した。
　研究会は日米安保や日米地位協定、基地負担軽減などの課題をテーマにする。国への提言などをまとめる場合は全国知事会で議論し、政策要望として反映させる場合は全国知事会総務常任委員会、渉外知事会で検討する。２、３カ月ごとに開催予定で、次回はトランプ米大統領就任後の１月末から２月にかけて開く。
沖縄知事が普天間初視察＝「早期返還に全力」


米軍普天間飛行場を初めて視察する沖縄県の翁長雄志知事（左）＝２２日午前、沖縄県宜野湾市
　沖縄県の翁長雄志知事は２２日、同県宜野湾市の米軍普天間飛行場を市内の高台から視察した。翁長氏は、政府が推進する同飛行場の名護市辺野古移設阻止を掲げ２０１４年１１月に当選したが、公務として現地を視察するのは就任後初めて。
　視察に同行した宜野湾市の佐喜真淳市長は「一日も早い閉鎖、返還を県政の最重要課題として取り組んでほしい」と要請。翁長氏は「全力を挙げてやっていきたい」と応じた。翁長氏はこの後、記者団に「じかに説明を受けて改めて基地の厳しさを実感した。多くの方々に実情を説明していかないといけない」と語った。（時事通信2016/11/22-19:39）
沖縄知事が普天間初視察　騒音、運用状況を確認

共同通信2016/11/22 13:42

　沖縄県の翁長雄志知事は22日、米軍普天間飛行場を一望できる宜野湾市の高台を訪れ、佐喜真淳宜野湾市長と共に同飛行場を視察した。騒音の実態や運用の状況を直接確認するのが目的で、公務での正式な視察は2014年12月の知事就任後初めて。
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米軍普天間飛行場を佐喜真淳宜野湾市長（右）と視察する翁長雄志沖縄県知事＝22日午前、沖縄県宜野湾市

　翁長氏は、佐喜真氏から飛行場の危険性や、早期返還を願う市民の思いについて説明を受けた。「県民は等しく同じ気持ちで一日も早く返還してほしいと思っている。この問題の解決に全力を傾注したい」と応じた。

　普天間飛行場に続き、15年3月に返還された同市の米軍西普天間住宅地区、嘉手納町などの米空軍嘉手納基地も視察した。

菅氏「差別と断定できぬ」　「土人」発言の政府見解

沖縄タイムス2016年11月22日 07:43

　【東京】菅義偉官房長官は２１日の衆院決算行政監視委員会で、東村高江での米軍ヘリパッド工事に抗議する市民に対し、大阪府警の機動隊員が発した「土人」との言葉について、「差別と断定できないというのは政府の一致した見解だ」と答弁した。



　民進党の大西健介氏が「『土人』という言葉が差別用語か否か。政府の統一見解を求める」との質問に答えた。

　また、「差別であると断じることは到底できない」との国会答弁の撤回や謝罪の意思を問われた鶴保氏は「沖縄県民の感情を傷つけたという指摘については真摯（しんし）に受け止めたいと思う」と述べたが、発言の撤回や謝罪はしなかった。その上で「差別でないとはひと言も言っていない。断定する立場にないと言っている」と強調した。

　大西氏は、過去に存在した「北海道旧土人保護法」に関する国会答弁を例示し、「従来の政府見解と違う」と批判した。

　同法律の「土人」との文言に関し、１９９１年には内閣内政審議室長が「非常に不適切な言葉と考える」と答弁。続くやりとりで、法務省人権擁護局長が「響きとして、蔑称という印象を与え、適切でない」と答弁。９３年には丹羽雄哉厚生相（当時）が「差別的な響きを与えかねないと考えており、現在の社会通念に照らして適当でないと考えている」と答弁していると指摘した。

ベトナム原発計画、白紙撤回　日本受注、安倍政権に打撃

共同通信2016/11/22 19:45

　【ハノイ共同】ベトナム国会は22日、日本とロシアの受注が決まっていた初の原発建設計画について、東電福島原発事故を受けたコスト増加や財政難などを理由に中止する政府決議案を賛成多数で承認した。計画の白紙撤回が正式に決まった。

　原発輸出を成長戦略の一つに位置付ける安倍政権にとって大きな打撃。完成すれば東南アジア初の原発となる予定だったが、ベトナム政府は今月10日、中止する決議案を国会に提出していた。

　当初の計画では最初の原発が14年に着工、20年に稼働予定だったが、11年の福島原発事故後、新たな安全対策が必要となり、計画が先送りされ着工に至っていなかった。

ベトナム、日ロの原発計画を撤回　安全性見直し建設費増
朝日新聞デジタル鈴木暁子＝ハノイ、風間直樹、清井聡
2016年11月22日22時24分

ベトナムの原発導入などをめぐる動き
　ベトナム国会は２２日、日本とロシアの企業が建設を担う南東部ニントアン省の原子力発電所計画を撤回する案を可決した。安全性を見直したところ建設費が当初計画より倍増し、財政的に難しいと判断した。日本にとっては、官民共同で獲得した原発輸出事業が頓挫することになった。
　ベトナムの原発計画は日本の民主党政権下の２０１０年に合意。第一原発（２基）をロシア、第二原発（２基）を日本が担う計画で、当初は１基目を１４年にも着工予定だった。
　１１年の東京電力福島第一原発の事故を受けて安全性を見直し、海岸沿いだった設置場所を数百メートル内陸方向へ移動する内容に変更。その後も計画が遅れ、今年３月には「最初の稼働が２８年になる」と発表していた。
　国会は２２日、政府が提出した…【続きあり】
ベトナム、原発中止　日本のインフラ輸出に逆風 
日経新聞2016/11/23 1:30
　【ハノイ＝富山篤】ベトナム政府は22日、同国南部での原子力発電所の建設計画の中止を決めた。ロシアと日本がそれぞれ受注して2028年にも稼働する予定だったが、資金不足に加え、福島第１原発の事故で住民の反発が強まり、計画を断念した。インフラ輸出を成長戦略に掲げる安倍政権にとって逆風となる。
　同日閉会した国会で、計画を中止することを正式に承認した。「計画を立案したころに比べて経済状況が変わった」と財政問題を理由とした。
　09年、前首相のグエン・タン・ズン氏が主導し、電力不足を解消するため計画を承認。南部ニントゥアン省に発電能力計400万キロワットの原発をつくる予定だった。当初は14年に着工し、20年の稼働を目指していたが、人材と資金の双方の不足から稼働は28年以降に遅れる見通しとなっていた。
　完成すれば東南アジア初の原発となるため、日本政府はアジアへの原発輸出のモデルと想定。三菱重工業や日立製作所などのメーカー、電力会社が受注をめざしていた。ただベトナムの財政状況は悪化しており、１基当たり数千億円単位の資金がかかる原発建設は困難との声が強まった。
　４月に中部ハティン省で台湾企業が建設中の大型製鉄所で大規模な公害が発生し、住民の環境意識が急速に高まったことも影響したとみられる。
ベトナム、原発計画中止　日本のインフラ輸出に逆風 
日経新聞2016/11/22 19:28
　【ハノイ＝富山篤】ベトナム政府は22日、同国南部に建設することになっていた原子力発電所の計画を中止すると決めた。ロシアと日本がそれぞれ受注して2028年にも稼働する予定だったが、資金不足に加えて、福島第１原発の事故で住民の反発が強まり、計画を見直すことにした。インフラ輸出を成長戦略に掲げていた安倍政権にとって逆風となる。
　同日閉会した国会で、計画を中止することを正式に決めた。原発は2009年、前首相のグエン・タン・ズン氏が主導し、電力不足を解消する切り札として計画を承認した。南部ニントゥアン省に発電能力計400万キロワットの原発を造る予定だった。当初は14年に着工し、20年の稼働を目指していたが、人材と資金の両方が不足して計画は遅れていた。
　ロシアの第１原発（２基）が28年、日本の第２原発（同）が29年に稼働するはずだった。いずれも「加圧水型」を想定していた。ベトナムは日ロ両国に100人以上の研究者を送り込み、技術を学ばせていた。
　ベトナムは近隣国との自由貿易協定（ＦＴＡ）など自由貿易を進めたことによる関税収入の減少や、公的債務の拡大によって財政状況が急速に悪化。ここ数年、１基あたり数千億円単位でお金がかかる原発は現実的に無理だとの声が強まっていた。
　さらに４月に中部ハティン省で台湾企業が建設中の大型製鉄所で大規模な公害が発生し、住民の環境意識が急速に高まったことも影響したとみられる。
　日本政府はベトナムの原発はアジア新興国における原発輸出のモデルと見込んでいた。原発メーカー、電力、政府がタッグを組んでベトナム政府と連携してきた。中国、韓国との価格競争が激しい石炭火力と違い、原発は日本の技術で差異化しやすく、ベトナムで成功すればアジアの他地域でも受注できるとみていた。
ベトナム原発中止、資金の壁　剛腕首相の引退も影響 
日経新聞2016/11/22 23:28
　【ハノイ＝富山篤】ベトナム政府が原子力発電所の建設中止を決めた。経済成長に必要な電力インフラの切り札と期待された大型事業だったが、270億ドル（約３兆円）以上とされる多額の費用が障害となった。計画を主導し、剛腕で知られたグエン・タン・ズン前首相が１月に引退したことも影響したとみられる。
　ベトナム国会の代議員約500人のうち、92％が政府が提出した原発計画の中止案に賛成した。
　壁となったのは資金難だ。ベトナムの国内総生産（ＧＤＰ）は約２千億ドルにすぎず、計画していた原発の建設費はロシアの第１原発、日本の第２原発と合わせるとＧＤＰの１割超の水準に達する。インフラ整備を急速に進めたことなどから、10年にＧＤＰ比で50％だったベトナムの公的債務は16年末に65％に上昇する見通しだ。
　東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）などとの自由貿易の推進に伴って、関税収入も10％近く減っているもようだ。
　「共産党の新指導部が主導して原発計画を中止した。ズン氏が去ったことが大きい」。現地ジャーナリストは話す。一時は最高指導者の共産党書記長への就任が確実とされたズン氏が今年１月の党大会で引退。事実上の失脚とみられ、堅実派のグエン・スアン・フック氏が首相に就いた。
　ズン氏は原発のほか、ハノイとホーチミン市を結ぶ高速鉄道なども主導してきた。今後は他の大型プロジェクトも中止や凍結となる恐れがある。
　原発への国民の警戒感もあった。共産党一党独裁のベトナムでは従来、民意を気にせずに政策を決定できた。東京電力福島第１原発の事故でベトナム国民に不安の声が上がったが、12年にハノイの大学に原発の仕組みを解説するショールームを開設するなど当局は計画を着々と進めていた。
　ところがベトナムでも近年、フェイスブックなどソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）が盛んになり、メディアを管理してきた共産党政権による情報統制は難しくなった。４月には中部ハティン省に台湾企業が建設中の大型製鉄所の周辺で、魚が大量死する公害が起きた。環境保護機運が全土に広がり、10月には同製鉄所周辺に１万人が集まって大規模なデモを展開した。
　新興国への原発輸出は順風満帆とはいかない。日本と14年に原子力協定を結んだトルコでも、原発建設はやり直し総選挙や閣僚交代が響き、計画に遅れが生じている。日仏連合の事業主体の１社、三菱重工業は「（当初目標である）23年の発電開始に向けて最大限努力する」との立場だが、現状は事業化調査を続けている段階だ。
日本企業が受注 ベトナムの原発建設中止に
ＮＨＫ11月22日 23時09分
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日本企業が受注していたベトナムで初めての原子力発電所の建設計画は、ベトナムの国会で２２日、中止されることが正式に決まりました。
ベトナム政府は、国内で初めてとなる原子力発電所を南部のニントゥアン省の２か所に建設することを計画し、日本とロシアの企業が１か所ずつ受注しました。
当初はこのうちの１か所について、おととし着工し、２０２０年に完成させることになっていましたが、２０１１年の東京電力福島第一原子力発電所の事故のあと、安全基準の再検討などを理由に計画が延期され、着工のめどが立っていませんでした。
こうした中、ベトナム政府は、計画そのものの中止を求める決議案を国会に提出し、２２日、９割以上の議員の賛成多数で承認されました。ベトナムでは経済成長に伴って、伸び続ける電力需要に供給が追いついていませんが、国営メディアは新たな安全対策などで建設コストが当初の２倍以上に膨れ上がるなど、財政面で懸念があったと指摘しています。
ベトナムへの原発輸出は、日本国内でも福島の事故後に論議を呼ぶ中、政府が産業界と協力して進めてきたものでしたが、その計画は中止されることが正式に決まりました。
しんぶん赤旗2016年11月23日(水)

ベトナム国会　原発白紙撤回　安倍政権の計画見直し迫られる

　【ハノイ＝松本眞志】ベトナム国会は２２日、日本とロシアが支援する南部ニントゥアン省の原発計画を白紙撤回する政府決定を承認しました。ベトナム政府は、２０１１年３月の東京電力福島第１原発事故で安全性に対する懸念が強まったことと、財政難で巨大公共事業を見直す必要から、ベトナム共産党指導部との協議の上で中止を決定。１０日に国会に対して承認を要請しました。

　今回の原発建設計画撤回の承認により、日本の安倍政権が「成長戦略」の一環として取り組んだベトナムでの原発計画が、見直しを迫られるのは必至です。

　ベトナム原発をめぐっては、経済発展に伴う電力需要の高まりを背景に、１０年に日本とロシアに向けて、それぞれ２基の発注を決めました。しかし、直後の日本の福島での原発事故を受け、安全性の検証の強化、津波を回避するために海岸地域から内陸部への建設予定地の変更をよぎなくされるなど、計画の見直しに時間を要し、建設着工にふみきることができませんでした。その後、当初２０年に予定された最初の１基の運転開始は２８年にずれ込む見通しとなり、安全対策の強化などで事業費も倍近くに膨らみ、財政負担の増大への懸念も強まっていました。

大阪市、大幅な合区を検討　公明の総合区案に維新が賛同
朝日新聞デジタル2016年11月22日20時34分

大阪維新の会が描く大阪都構想の道筋
　大阪市を再編して特別区にする大阪維新の会の大阪都構想の対案として、公明党が市の２４行政区を６、８、１０区のいずれかに合区して総合区にする案を水面下で作成したことがわかった。維新は総合区を先行導入して住民投票で特別区の賛否を問う考え。両党は総合区導入までは一致しており、まずは総合区が導入され、大幅な合区が進む可能性が高まっている。
　市は公明の意向を受けて総合区案を作成中だ。公明は独自案で合区する区の組み合わせ（区割り）も作ったが、当初予定していたこの案の公表をやめ、市の案に内容を反映させたい考え。吉村洋文市長は来年２月に１案に絞って公表する方針。公明はすでに支持母体の関西創価学会にも説明している。
　都構想をめぐっては、２０１５年５月の住民投票で五つの特別区に再編する案が否決された。しかし維新は１年前の大阪府知事、大阪市長のダブル選で圧勝したことを受けて、都構想への再挑戦を目指している。一方、公明は市を廃止せず、区の権限を強める総合区を提唱してきた。自民も総合区を提案しているが、合区には慎重だ。
　特別区導入は住民投票で過半数の賛成が必要だが、総合区導入は市議会の過半数の賛成で決められる。市議会（定数８６）は維新（３６人）と公明（１９人）が過半数を占め、公明が府市の施設の統合議案に賛成するなど両党の関係はこの１年で接近している。維新は公明が掲げる総合区を市議会で決めたうえで、１８年秋にも住民投票で特別区移行の賛否を問い、否決された場合は総合区へ移行する方針だ。特別区でも総合区でも、合区が実現すれば、１９８９年以来続く大阪市の２４区の形が変わる。
　ただし、今後の大型選挙の結果で両党の関係が変わるなど、議論がもつれる可能性は消えていない。
　　　　　◇
　〈特別区と総合区〉　大阪都構想は大阪市を廃止し、東京２３区のように区長や区議を選挙で選ぶ特別区に再編する。特別区は市に準じた権限があり、独自の予算編成権を持つ。総合区は２０１４年改正の地方自治法で可能になった制度で、市を残したまま現在の行政区の権限を強める。区長は市議会の同意を得て市長から任命され、市に予算を提案する権限がある。総合区制度を導入した市はまだない。いずれも区ごとに独自施策がしやすくなる。
神戸新聞／2016/11/22 6:05

社説　日米関係／あるべき姿を議論したい

　安倍晋三首相が先週、他国の首脳に先駆けて次期米大統領のトランプ氏と会談した。ニューヨークの私邸を非公式に訪問し、直接言葉を交わす機会を持った。
　日本の首相が就任前の次期米大統領を訪ねるのは異例だ。信頼関係を育めるとの感触を得たのであれば、意味はあったといえるだろう。
　安倍政権は日米同盟の強化を掲げるが、顔色をうかがうような姿勢では対等な外交関係は成り立たない。新大統領の登場を、日米関係のあるべき姿を考える契機とすべきだ。
　トランプ氏は選挙中、日本に対して批判的な言動を重ねてきた。最近は過激な発言を控えるが、今後の日米関係への影響が懸念される。
　中でも日本側が真意をただしたいのは、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの脱退の示唆と、在日米軍駐留経費の負担増を求めた発言だろう。米軍撤退の可能性にも言及して関係者をあわてさせた。
　日米で交渉を主導してきたＴＰＰの発効は、首相が最重視する政策の一つだ。集団的自衛権の行使容認などで米軍との地球規模の連携に踏み込んだ安保政策の大転換も、米国の方針次第で再検討を迫られる。
　異例の会談は、日米協調の現状についてトランプ氏本人に理解を求める狙いがあったとされる。９月の訪米時にはヒラリー・クリントン氏とだけ会談しており、早く距離を縮めたいと考えたのは間違いない。
　ただ、今回は儀礼的な対話が中心となり、踏み込んだ議論にはならなかったようだ。トランプ氏は今も日本に対する過激発言を修正しておらず、米国との経済、安保面の共同歩調で中国と対峙（たいじ）するという戦略は依然、先が見通せない状況だ。
　気になるのは今後のトランプ氏の対応である。日本は米軍基地の従業員給与や光熱水費などを年間約２千億円負担している。政府は日本の負担を正確に伝えて安保体制の維持を訴える方針だが、日米で検討すべき安保の問題点は他にもある。
　公務中の米兵や軍属が起こした事件、事故は米側の裁判権が優先される。日米地位協定の不平等さが重大事件のたびに指摘されてきたが、改定の動きはない。沖縄の基地負担の軽減も未解決の課題だ。
　首相はそれらについても現状を次期大統領に正確に伝え、解決を強く働き掛けてもらいたい。

富山新聞／2016/11/23 4:05

社説　軍事情報保護協定／日韓防衛協力の試金石

　日韓両政府が、軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の締結をそれぞれ閣議決定し、２３日に両政府代表が署名する予定である。増大する北朝鮮の核・ミサイルの脅威に日韓防衛当局が迅速に共同対処するために必要な協定である。
　ＧＳＯＭＩＡの意義は、外交・安全保障の前線を担う日韓の当局者間で十分理解されており、２０１２年に締結に合意しながら、署名直前に韓国側の都合で延期された経緯がある。その背景には、歴史的経緯から、自衛隊との安保協力を嫌う韓国国民の根強い反日感情と、同協定を「政争の具」とする与野党の権力争いがあった。
　今回も、朴槿恵大統領の弾劾訴追をめざす韓国野党が協定に強く反対している。朴大統領は外交・安保の懸案を方針通り処理することにより、政権運営の意志を示す思惑もあるとみられているが、協定の発効とその後の運用には不確実性も否めない。
　米国のトランプ次期大統領は日韓両国との同盟堅持を強調しながら、それぞれに役割、負担の増大を求めており、対北朝鮮で日韓の連携は一段と重要になっている。ＧＳＯＭＩＡの運用は、日韓両政府が反日感情に左右されず、冷静に防衛協力を進められるかどうかの試金石ともいえる。
　ＧＳＯＭＩＡは、互いに提供する軍事機密情報が第三国に漏れないよう、情報の保護義務や管理方法、廃棄手続きなどを定めた協定で、軍事技術や暗号、作戦などさまざまな軍事情報が保護の対象となる。日本は米国や英仏、オーストラリアなど６カ国と、積極的な韓国は米国やロシアなど３０カ国以上と協定を締結している。
　日韓の防衛当局間には現在、北朝鮮の核実験やミサイル発射に関する情報を共有する仕組みはあるが、米国を介した間接的なやりとりで、緊急対応に難がある。広範な軍事情報の直接交換を可能にするＧＳＯＭＩＡが発効すれば、日韓の防衛協力は格段に強化され、それによって日米韓の安保の枠組みも強固にできる。韓国政治は混乱の極みにあるが、外交・安保では冷静な対応を求めたい。

琉球新報／2016/11/22 6:05

社説　政府差別断定せず／「土人発言」偏見を助長する 

　大阪府警機動隊員の「土人発言」に関し政府は、鶴保庸介沖縄担当相の「差別と断定できない」とする発言を容認する答弁書を閣議決定した。到底、受け入れられない。安倍晋三首相、金田勝年法相ら政府の見解を改めてただしたい。
　政府閣僚は「差別的言動」「不適切」の見解を示してきた。沖縄相が「差別と断定できない」との発言を繰り返したために問題化したのだ。 
　「閣内不一致」の指摘に対し、政府は沖縄相発言の「撤回や謝罪、大臣罷免の必要もない」とし、事実上、「差別と断定できない」との認識を「閣内一致の見解」として示したのである。 
　閣内不一致を認めれば沖縄相の罷免にも発展しかねない。沖縄相を擁護し、事態を鎮静化するための閣議決定と言うしかない。 
　しかし「差別的言動」と認めながら「差別と断言できない」とする説明に納得する国民はいまい。 
　「土人」「シナ人」は差別用語として新聞、放送が禁じている。言葉を発した時点でアウトであり、それが国民、世界の常識だろう。 
　政府、大臣自ら差別を差別と認めない限り差別はなくならない。閣議決定は国民の差別用語の使用を容認し、国民の間の差別や偏見を助長するものだ。 
　一方、これまで政府は「土人」発言が「不適切」としながら、菅義偉官房長官が即座に「（差別意識は）ないと思う」と否定し、法相も「差別的意識に基づくかは事実の詳細が明らかでない」と明確な見解を避けてきた。 
　今回の閣議決定は政府の本音が露呈したと見ることもできる。 
　政府はヘリパッド抗議活動を取材中の地元紙２記者が機動隊に拘束、排除されたことでも問題なしとする閣議決定をしている。 
　閣議決定で憲法解釈を変更し、集団的自衛権の行使を容認したことも同根だ。国会の数の力を頼みに黒を白、非を是と言いくるめる。目的のために手段を選ばぬ安倍政権のモラルハザードが顕著だ。 
　国連の人種差別撤廃条約に日本は世界に遅れて１９９５年に加入したが、人種差別撤廃の国内法が制定されていないことも問題の背景にある。 
　今年６月にヘイトスピーチ対策法が施行されたが在日外国人を保護対象とし被差別部落、アイヌ、琉球は対象ではない。「差別」の定義や政府の責任を明確にする差別撤廃基本法の制定が急がれる。

琉球新報／2016/11/22 6:05

社説　海兵隊機重大事故率／危険な機体は沖縄飛ぶな 

　沖縄の空に安全は保障されているのか。疑問を抱かざるを得ない。
　米海軍安全センターによると、２０１６米会計年度（１５年１０月～１６年９月）に米海兵隊所属航空機の１０万飛行時間当たりの重大（クラスＡ）事故発生率が３・３１件となり、２年連続で増加していることが分かった。 
　クラスＡは被害額が２００万ドル以上や死者が発生した場合に該当し、９月２２日に沖縄本島東沖で発生したＡＶ８ハリアー戦闘攻撃機の墜落を含めた８件が対象となっている。 
　問題は重大事故発生率が過去３番目に高いことだ。同センターが事故率を公表した０２会計年度以降、最も高かったのはイラク戦争時の０４年度で５・００件だった。 
　ハリアー以外にも重大事故を起こしたＦＡ１８ホーネット戦闘攻撃機、垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイ、ＣＨ５３Ｅ大型ヘリはいずれも沖縄に配備され、ないしは県外から飛来する航空機だ。 
　運用上、民間機よりも危険な軍用機が、平時に県民の頭上を飛ぶ状態が果たして安全と言えるのか。さらに県民が不安に感じるのは、米軍自身の姿勢にもある。 
　９月のハリアー墜落事故で、米軍は県民の飛行停止要求を無視し、墜落原因が明確でないのに約２週間で同型機の飛行を再開した。 
　しかも飛行再開に当たり、ローレンス・ニコルソン四軍調整官は「安全に飛行できる確信を得て決心した」と言いながら「現在進行中の調査について言及できない」と根拠を示さなかった。 
　これでは事故後に自粛していた訓練の遅れを取り戻すための方便と非難されても仕方あるまい。 
　訓練不足は海兵隊トップも議会で認めている。ネラー海兵隊総司令官は、３月の下院公聴会で「訓練するための航空機が不十分だ」と強調したという。国防費の大幅削減が機体整備などの運用面に深刻な影響を及ぼしたという見方だ。 
　沖縄では１９７２年の日本復帰後、４７件の米軍機墜落事故が起きている。１年に１回以上の頻度だ。沖縄の空が安全・安心であったことは、この４４年なかった。 
　機体の安全性に疑問があるオスプレイだけでなく、多くのパイロット、航空機に練度不足や整備不良などの問題が潜んでいるのであれば、軍全体の構造を改革すべきだ。安全をもたらす努力をしない米軍に沖縄の空を飛ぶ資格はない。

朝日新聞／2016/11/23 6:00

社説　米ＴＰＰ離脱／複眼思考で対応を

　米国のトランプ次期大統領が、来年１月の就任初日に環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を表明する意向を改めて示した。
　大統領選の公約に掲げ、当選後は沈黙を守っていた。他の政策では現実路線に転じる姿勢を見せているだけに、翻意への期待も出始めていたが、それを否定した格好だ。
　トランプ氏は「米国第一」を再び強調し、ＴＰＰについて「我が国にとって災難になりうる」と指摘した。その上で、雇用や産業を国内に取り戻す観点から、「二国間の貿易協定を交渉していく」と語った。
　そこには、できるだけ多くの国が貿易や投資のネットワークを作り、お互いに利益を享受するという自由貿易のあるべき姿を目指す考えは乏しい。最大の経済大国が内向き姿勢を強め、世界全体に保護主義が広がることを強く憂える。
　通商国家として発展してきた日本は何をするべきか。
　まず、トランプ氏に再考を促す努力を続ける必要がある。
　ＴＰＰの規定を変えて米国抜きで発効させる案も取りざたされるが、安倍首相も「意味がない」と語った通り、意義は大きく損なわれる。各国が互いに譲歩を重ねて何とかまとめた利害のバランスも崩れてしまう。
　ただ、トランプ氏の翻意が見通せないのも事実だ。「複眼思考」でさまざまな交渉を同時に進め、自由化を追求する姿勢をしっかりと示すべきだ。
　ＴＰＰと同じメガＦＴＡ（自由貿易協定）で、アジアに軸足を置くのが東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）だ。交渉には、世界第２位の経済大国である中国と韓国、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）各国、インド、豪州、ニュージーランドが参加する。年内の合意は断念したが、日本が交渉加速を働きかけてほしい。
　日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）では、年内の大筋合意を目指して協議が続く。対立分野が残るが、納得できる接点を探ってほしい。
　１６０余の国・地域が加わる世界貿易機関（ＷＴＯ）の再構築も忘れてはならない。ドーハ・ラウンドが頓挫してから停滞が続くが、対象品目を限った自由化交渉が関心のある国々で続いている。太陽光パネルなど環境関連品目の関税を撤廃する協定は、日米中やＥＵを中心に年内の合意をめざしている。
　さまざまな交渉の成果を積み上げ、貿易自由化の恩恵を広げていく。それよりほかに保護主義を食い止める道はない。

毎日新聞／2016/11/23 4:00

社説　激震トランプ／ＴＰＰ離脱明言／米国の利益にもならぬ

　トランプ次期米大統領が環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）から離脱すると明言した。来年１月２０日の就任日に参加国に通知するという。日米などが自由貿易圏を目指すＴＰＰの発効は絶望的になった。 
　保護主義が持論のトランプ氏は代わりに２国間の貿易協定に向けて交渉する意向を示した。「米国第一」を掲げ、自国利益を優先する構えだが、それでは貿易は停滞してしまう。米国の利益にもならない。 
　トランプ氏は大統領選でＴＰＰについて「米国の雇用が失われる」と批判してきた。今回は、２国間の貿易協定を通じて「雇用と産業を米国に取り戻す」と強調した。 
　ＴＰＰ交渉には１２カ国が参加し、新興国が連携して米国の自由化要求に対抗する場面もあった。トランプ氏は、２国間交渉なら、世界最大の経済力を背景に米国に有利な主張を通しやすいとみて、日本などに個別に自由貿易協定（ＦＴＡ）の締結を求めてくる可能性がある。 
　通常の２国間の自由貿易協定は、互いに市場を開放して輸出を増やすなど両国に自由化効果を及ぼす。 
　だが、トランプ氏は大統領選で日本車をやり玉に挙げ、メキシコや中国の製品とともに高関税を課すと主張してきた。「米国第一」主義も踏まえると、一方的な市場開放要求を突きつけたり、保護主義的政策を盛り込んできたりする恐れがある。 
　２国間交渉で自国の産業を保護しようとしても、効果は乏しい。 
　１９８０～９０年代の日米自動車摩擦で米国は日本に市場開放や輸出規制を迫った。日本も応じたが、米自動車産業は衰退が続き、最大手のゼネラル・モーターズ（ＧＭ）などは破綻した。自力で競争力を回復させる機運が高まらなかったからだ。 
　ＴＰＰはアジア太平洋地域の貿易や投資で高水準の自由化を図るため、多国間で包括的なルールを定めるものだ。世界の経済規模の約４割を占める自由貿易圏が誕生すれば、参加国は成長の果実を分け合える。 
　米オバマ政権がＴＰＰを推進したのは、自由化で得られる国益の方が大きいと判断したためだ。得意分野の情報技術（ＩＴ）関連製品などの輸出を拡大し、米国の経済成長を加速する効果が見込める。 
　米国も含めたＴＰＰ参加１２カ国はペルーで開いた首脳会合で早期発効が重要との認識で一致した。安倍晋三首相は「米国抜きでは意味がない」と述べている。 
　日本は米国とＴＰＰを主導してきた。発効は厳しい情勢だが、参加国の結束を強め、トランプ氏に粘り強く再考を働きかけるべきだ。

社説　ＡＰＥＣ　ひずみ正す自由化こそ
北海道新聞11/22 08:55
　ペルーでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議が閉幕した。採択された首脳宣言では自国の利益のみを考える、あらゆる形の保護主義を排除する決意を示した。
　米大統領選に勝利したトランプ氏は自国産業の保護を声高に叫び、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）脱退を掲げる。
　首脳宣言はトランプ氏の言動を念頭に、自由貿易の重要性をあらためて確認したものだ。
　保護主義に走り、国家主義と結びついた排外的な政策を取ることは容認できない。保護主義の台頭が第２次世界大戦の一因になったとの反省があるからだ。
　自由貿易を進めつつ、ひずみを是正することが必要だ。それを各国に求めたい。
　ＡＰＥＣでは各首脳からトランプ氏を意識する発言が相次いだ。
　首脳宣言は「貿易や投資、開かれた市場の恩恵が行き渡るように社会のあらゆる分野に働きかける」と明記し、すべての政策手段を使って格差を是正する必要があると強調した。
　貿易の自由化は、副作用や痛みを伴う。競争力のない産業は淘汰（とうた）され、そこに従事している人たちは職を失う可能性がある。
　トランプ氏は外国に生産拠点が移り、雇用の場を奪われた人たちの支持を集めて当選した。自由貿易を主導してきた米国内にもマグマのように不満がたまっていたことを浮き彫りにした。
　英国も移民流入への反発などを背景に欧州連合（ＥＵ）からの離脱を表明した。
　一握りの富裕層に富が集中し、貧富の差が拡大していることも指摘されている。
　自由化が行き過ぎ我慢のできない痛みであれば、治すしかない。そこに不正義や不公正さを見いだすのであればなおさらである。
　ＴＰＰを強力に推進する安倍晋三首相はＡＰＥＣの場で「ＴＰＰは自由で公正な経済圏を生み出す。頑張れば報われるという自由貿易の恩恵が国民に広く実感されるようになる」と訴えた。
　だがＴＰＰは日本でも農業への影響が懸念され、海外展開するグローバル企業に有利な貿易ルールだとの批判が強い。
　ＡＰＥＣ加盟の２１カ国・地域は世界の貿易量の６割を占める。将来はアジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）を目指す。
　実現困難なＴＰＰにこだわることなく、各国が共有できる公正なルールづくりを進めてほしい。
中國新聞／2016/11/22 10:00

社説　ＡＰＥＣ首脳宣言／岐路に立った自由貿易

　２１カ国・地域が参加してペルーで開かれたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議が閉幕した。首脳宣言で「あらゆる形の保護主義に対抗する」と強調したことが各国の危機感を象徴していよう。
　宣言はテロ対策などにも触れるが、やはり暗雲が漂う環太平洋連携協定（ＴＰＰ）をはじめとする自由貿易体制をどう守るかが、議論の大半だったのだろう。経済会合であり、仕方のない部分もあるにせよ、これだけの首脳が集う機会に協議するテーマは山積していたはずだ。
　逆の見方をすれば、それだけトランプ・ショックの大きさを物語っている。米国の次期大統領に決まり、自由貿易に懐疑的なトランプ氏が首脳会議の「陰の主役」となった格好である。
　トランプ氏は大統領選を通じてＴＰＰ脱退を掲げ、保護主義の色濃い政策を訴えていた。オバマ政権も大統領任期中の発効を断念した。加盟１２カ国のうち最大の経済規模である米国抜きのＴＰＰを模索する声もなくはないが、現時点では日本をはじめ否定的な国が目立つ。
　少なくともいえるのは米国が内向き志向に転じるなら、自由貿易体制そのものが大きな岐路に立つということだ。
　ＴＰＰの枠組み維持を優先すれば、トランプ氏を翻意させるしか打つ手がないのが現状なのだろう。首脳宣言に沿い、各国が協調して米国への働き掛けを強めることになりそうだ。
　各国が保護主義に陥るのは重大な懸念である。しかしこうした局面だからこそ立ち止まり、自由貿易やグローバル化の在り方を考えておくべきだ。英国の欧州連合（ＥＵ）離脱やトランプ氏勝利の裏には、その負の側面を警戒する世論がある。それを「愚かな民意」と他国が切って捨てて済む問題ではない。
　自由貿易には当然、痛みを伴う面がある。競争力の劣る国内産業は輸入品に押され、労働者が職を奪われかねない。勝者と敗者を生み、貧富の格差を拡大させる恐れもあろう。その点への不満が現に保護主義の台頭や広がりの誘因となっていることを軽視してはならない。
　今回の首脳宣言でも一定に認め、指摘している。「いくつかの地域圏で不平等、不均等な成長などが将来への不確実性を高めている」と。自由貿易ありきで突き進んできたＡＰＥＣは、負の側面を十分に考えてきたといえるだろうか。各国のリーダーは、その克服のための謙虚な議論を怠ってはならない。
　日本政府はどうなのか。ＡＰＥＣ首脳会議では安倍晋三首相が「自由貿易は格差拡大を招くという世論が保護主義をもたらす」との認識を示した。
　だが市場や生産体制のグローバル化が日本にもたらした影響も洗い直したい。国内産業の空洞化や他国製品の流入は雇用減や格差拡大と本当に無関係なのか。自由貿易こそ成長の源というなら自国で恩恵が行き渡ったことを明確に示してほしい。首相は「１億総活躍社会」や中小企業支援、高齢者雇用の促進などの政策を各国首脳に紹介したというが、それらが十分な成果を上げているという実感は、多くの日本人にはない。
　根強い懸念を押し切り、衆院で承認案を強引に採決したＴＰＰについても、むろん参院で審議を尽くさねばなるまい。

西日本新聞／2016/11/22 12:00

社説　ＡＰＥＣ宣言／改めて自由貿易の旗印を

　世界の貿易と投資の自由化は今、大きな岐路に立つ。英国の欧州連合（ＥＵ）離脱決定に続き、米大統領選で環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱や北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）再交渉を公言するトランプ氏が勝利したことで、保護貿易など自国優先主義的な風潮が世界に広がっているからだ。
　そんな中、ペルーで開催されたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）の首脳会議が「あらゆる形の保護主義に対抗する」と宣言した。また、これに先立つＴＰＰ首脳会合でも、窮地にあるＴＰＰ発効について参加国が国内手続きを進めることを確認した。一連の会合が閉鎖的な保護主義を排し、自由貿易の重要性を再確認したことをまずは歓迎したい。
　日米中など２１カ国・地域が参加するＡＰＥＣは、世界人口の約４割、国内総生産（ＧＤＰ）の約５割を占め、域内全体をカバーする自由貿易圏の創設を目指している。その足掛かりが、日米など１２カ国が合意したＴＰＰと、日中やインドなど１６カ国が交渉を進める東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）の二つの枠組みだ。
　今回のＡＰＥＣ首脳宣言で注目したいのは「貿易や投資、開かれた市場の恩恵が行き渡るように社会のあらゆる分野に働き掛ける必要がある」と、格差と貧困の問題など自由貿易の負の側面を是正する必要性を明記したことだ。
　こうした側面はＥＵ離脱を決めた英国の国民投票や先の米大統領選でも問われた問題であり、各国は共通して取り組む必要がある。
　米国がかたくなな保護主義に走れば、他の国が追従する恐れがある。それは世界経済の停滞や縮小を招く。自由貿易の意義を確認するとともに、その副作用にも配慮するのは大切な視点だ。
　自由貿易は日本経済のよって立つ基盤である。ＴＰＰの行方は不透明になったが、貿易と投資の自由化を求める日本の原則的立場に変わりはない。首脳宣言の趣旨を踏まえ、相手が米国であっても内向きの保護主義にはブレーキをかける役割を果たしていきたい。
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社説　ＡＰＥＣ／自由貿易の未来考えたい

　ペルーで開かれていたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議が、あらゆる保護主義を排除する決意を盛り込んだ首脳宣言を採択し閉幕した。
　自由貿易を推進してきたＡＰＥＣが、先導役だった米国の先行きを憂慮する、過去にない会合だった。先の大統領選で「米国第一主義」を掲げたトランプ氏が当選した衝撃の大きさを物語る。
　首脳宣言では、保護主義排除を改めて打ち出し、アジア太平洋自由貿易圏の実現を目指すことも再確認した。明らかにトランプ氏を意識した内容だ。
　自由貿易に懐疑的な見方が広がっていることを念頭に、政策による格差是正の必要性も強調した。これもトランプ氏の主張を踏まえたものであろう。
　トランプ氏は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの離脱や、カナダ、メキシコと結ぶ北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）の見直しにも言及してきた。自由化によって国内の雇用が奪われていると主張する。
　ＴＰＰやＮＡＦＴＡの参加国は、いずれもＡＰＥＣ加盟国だ。米国の歴代政権は安全保障政策も踏まえて自由貿易を推進してきたが、その歴史を否定するかのような政権の誕生に各国の警戒は強い。
　ＡＰＥＣは中国やロシアを含む２１の国と地域で構成する貿易と投資の拡大を目指す組織だ。
　中国が東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）を模索するなど主導権を巡る争いはあるが、各国が脱保護主義を掲げて歩んできた意義は大きい。自由貿易体制を守っていけるのかＡＰＥＣ各国は正念場を迎えている。
　自由貿易には国内の雇用や産業に副作用をもたらす面があることも事実だ。それに対し、各国が十分な合意形成を図ってきたのか。米大統領選の結果や英国の欧州連合（ＥＵ）離脱はそれを突き付けているともいえる。
　日本国内でもＴＰＰの合意形成は十分とは言い難い。
　トランプ氏は、ＴＰＰ離脱を大統領就任初日に表明すると主張している。オバマ現大統領の任期内の議会承認も難しく、ＴＰＰ発効は極めて厳しい。
　それでも安倍首相は今国会でＴＰＰ承認案などを成立させる構えだ。現行の制度では、米国が承認しなければＴＰＰは発効し得ない。米国の出方を見極めることなく、日本が承認を急ぐことは理解に苦しむ。
　トランプ政権誕生の影響は予断を許さないが、これまでの自由貿易の進め方について各国は冷静に論議し直す機会を得たともいえる。
　安倍首相はＡＰＥＣで「ＴＰＰは自由で公正な経済圏を生み出す」などと強調したが、国民に共有されている思いとはとても言えまい。日本が果たすべき役割も、拙速な議論で承認することではなく、丁寧な国内論議を経て国民の信頼を得ることだろう。

論説　パリ協定　今こそ世界は結束せよ

岩手日報2016.11.22

　世界は化石燃料に頼らない「脱炭素社会」に向けて歩みだした。

　モロッコのマラケシュで開かれていた国連気候変動枠組み条約第２２回締約国会議（ＣＯＰ２２）は、パリ協定の実施指針「ルールブック」を２０１８年度に決定する工程表を採択し、閉幕した。

　協定は、温室効果ガス排出の実質ゼロを目指す地球温暖化対策の新枠組み。先進国だけに削減を義務づけた京都議定書に代わり、すべての国が参加する。

　協定に合意した１年前のＣＯＰ２１の舞台は、大規模な同時多発テロが起きた直後の厳戒下のパリだった。にもかかわらず、１５０カ国以上の首脳が参加し、国際社会が結束する姿を示した。

　背景にあったのは危機感だった。国際社会が向き合った地球温暖化とテロという二つの難題が、密接に関わり合っているという認識を共有したからだ。

　今回のＣＯＰ２２でも、国連機関などが、温暖化は貧困や経済危機を助長し、難民発生や内戦、テロのリスク要因になっていると訴えた。

　ところが、会期中に「温暖化はでっちあげ」と強調し、協定からの離脱も辞さない意向を示したトランプ氏が次期米大統領に選ばれたため、会議には暗雲が垂れ込めた。

　それでも協定を前進させたのは、国際社会の決意が一国の政権交代では揺るがないという強固なものになった表れだろう。

　世界は、テロを防ぐためにはトランプ氏が主張している「壁」よりも、温暖化対策を進める方が効果的だということに気づいた。昨年の原点を再確認し、粘り強い説得を続けなければならない。

　来年の会議の議長を務める南太平洋の島国フィジー代表は「トランプ氏にわが国に来て温暖化の被害をその目で見てほしい」と強調した。海面上昇による被害を受けている島々の思いを代弁する呼びかけだった。

　安倍晋三首相は世界の首脳で最も早くトランプ氏と会談した。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）だけでなくパリ協定から離脱しないよう求めたと信じたいが、残念ながら会議ではそのメッセージは聞かれなかった。

　日本は、今回のＣＯＰ２２で世界の環境保護団体で組織する「気候行動ネットワーク」から、温暖化対策の前進を妨げている国に贈る「化石賞」に選ばれてしまった。

　批准の遅ればかりでなく、石炭に依存しているエネルギー政策の矛盾を世界はよく見ている。世界の流れとともに歩む姿勢へ大胆に転換しなければ、温暖化対策に消極的な国という「烙印（らくいん）」はなかなかとれないだろう。

宮崎日日／2016/11/22 8:05

社説　パリ協定会議閉幕

◆責任自覚し積極姿勢を示せ◆
　地球温暖化対策の新たな枠組み「パリ協定」の発効を受けた第１回の締約国会議が開かれ、詳細ルール作りの工程表がまとまった。
　協定破棄にまで言及したトランプ次期米大統領の誕生が協定の将来に影を投げかける中、各国が一致して協定を前に進める姿勢を示した意義は大きい。
　日本も世界第５の温室効果ガス排出国としての責任を自覚し、発展途上国へ支援強化を含め、協定の実施に一層の努力をする姿勢を世界に示すべきだ。
「脱炭素」へ流れ加速
　オバマ政権の担当者も協定が求める「脱炭素社会」づくりへの道筋を可能な限り確固たるものにしておく姿勢を示し、会議の成功に貢献した。
　会議では最大の排出国として米国とともに協定発効に貢献した中国が、他国の姿勢にかかわらず温室効果ガスの排出削減を進めるとの姿勢を明確にし、途上国への資金支援も表明した。
　強力な温暖化対策の実行を支持する大企業も相次ぎ、パリ協定の採択と発効によって作られた「脱化石燃料」への流れが確実になっていることを印象づけた。もはやこの流れは止めることはできない。
　そもそも世界第２の排出国だとはいえ、米国という一国の姿勢の変更が、１９０を超える国が参加する協定と、それが守ろうとする地球の将来を危うくするようなことがあってはいけない。
　トランプ氏が後ろ向きな姿勢を取るのならば、各国は、科学者の警告を受け入れ、温暖化対策を進めることが米国にとっても利益になるのだということを、さまざまな場面を通じて訴え、翻意を促す努力を続けるべきだ。
途上国の支援が重要
　間違っても、京都議定書の米国離脱時のように日本の中から「米国が行動しないのに日本だけが積極的な対策を進める必要はない」といった声が上がるようなことがあってはいけない。
　だが残念なことに日本政府の交渉姿勢や山本公一環境相のスピーチからは「万一、米国が離脱したとしても温暖化対策に一層の努力をするのだ」という明確な決意は感じられなかった。
　締約国会議の会期中に開かれたトランプ氏との会談で、安倍晋三首相がこの問題の重要性を訴えたとのメッセージもなかった。
　今世紀半ばの大幅削減を目指す長期戦略でも、日本は後れを取った。戦略は５月の伊勢志摩サミットの首脳宣言で「２０２０年の期限に十分先立って策定する」とされていた。締約国会議を機に米国やカナダ、ドイツ、フランスなどが相次いで発表したが、日本は策定時期のめどさえ立っていない。
　野心的な政策を盛り込んだ長期戦略を早期に示し、今後の国際交渉や途上国への資金援助で一層の積極姿勢を表明しなければ、「温暖化対策は内閣の最重要課題だ」という首相の言葉は、口先だけのものだと受け止められるだろう。
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社説　沖縄関連税制／将来見据え理論武装を

　自民、公明両党は２１日、それぞれ税制調査会の総会を開き、２０１７年度税制改正の議論に入った。１７年３月と５月に特例措置が期限切れとなる沖縄関連税制の議論も本格化する。
　翁長雄志知事はこの８月、鶴保庸介沖縄担当相に酒税の軽減措置など９本の税制改正について延長や拡充を求める要望書を提出した。内閣府は２本の制度の拡充を認め、残り７本は３～５年の延長を財務省に要請している。
　自民党内には特例措置について「いつまで続けるのか」「実績が伴わない制度は切られても仕方がない」との意見があるという。
　このような声は延長要請のたびに上がるが、辺野古新基地建設などを巡り安倍政権と県が対立している時期だけに、いつにもまして厳しい交渉になることが予想される。
　政府・与党は沖縄関連税制をその取引材料にしてはならない。
　同時に県としては特例措置の必要性や特例措置が打ち切られた時の影響を調査し、これまで以上に理論武装していく必要がある。
　例えば沖縄関連税制のうち「観光地形成促進地域制度」は創設された１２年度から１４年度の適用実績がゼロだ。これは投資税額が控除される対象に宿泊施設が盛り込まれていないなど、使い勝手が悪かったからである。
　今回、内閣府は県の要望に沿って宿泊施設を対象に盛り込んでいる。認められれば観光客の受け皿として弾みがつくだろう。　
　期限切れの時期になると決まって浮上するのが復帰時の激変緩和として残る「酒税の軽減措置」である。
　１９７２年５月１５日の適用からこれまで５年おきに８回延長されてきた。泡盛で課税額の３５％、ビールで２０％が控除されている。
　内閣府によると、泡盛酒造所は復帰時と同じ４８社あるが、２１社は離島にあり、１５社が営業赤字である。２０１５年の泡盛総出荷量は１１年連続で減少し、消費回復に向けて有効な手が打てていない。全酒造会社の泡盛を貯蔵する古酒の郷（さと）構想も事業化に至らず停滞したままだ。
　軽減措置が恒常的に続き、経営の近代化や協業化が進んでいないのが実情である。業界が現状打開への危機感を示さなければ延長の理解は得られないだろう。泡盛は沖縄の文化であり、離島の産業である。その点も前面に押し出していく必要がある。
　「航空機燃料税の軽減措置」は、国内線のジェット燃料１キロリットル当たり１万８千円かかるところを那覇空港を離着陸する便は半額とする制度だ。沖縄路線が割高にならずに済んでいるのはこの制度のおかげである。
　１５年度の観光客は過去最高の７９３万人に上った。県が目指す観光客１千万人を達成するためにも特例措置の延長は欠かせない。
　政府は沖縄を「成長するアジアの玄関口。日本のフロントランナーとして経済再生の牽引（けんいん）役」と位置付けている。日本経済にとっても必要な措置である。
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